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安心安全でいつまでも暮らしやすいまちの実現に向けて 

 

市原市は、昭和 30 年代に始まった臨海部の埋立て

により、日本を代表する工業都市へと発展するとと

もに、内陸部は住宅地の開発が進み、首都圏のベッ

ドタウンとしても大きく成長してまいりました。 
 
一方で、急速な少子高齢化が全国的な課題となっ

ており、本市においても、人口は 2010 年を境に減少

に転じており、今後も人口減少、少子高齢化が続く

見込みとなっております。 
 

このような人口減少・超高齢社会の到来は、自治体の行財政運営をはじめとす

るまちづくりに様々な影響を与えることが懸念されています。加えて本市の都市

問題については、中心市街地の活性化をはじめ、住宅団地の再生や空き家問題、

更には公共施設やインフラの維持・管理と老朽化対策などの喫緊の課題を抱えて

おります。 
 

こうした厳しい状況の中、あらゆる世代が安心・安全で快適に暮らすことので

きる、魅力的で持続可能な都市づくりを目指し、これまでの都市計画マスタープ

ランを刷新し、平成 30 年 3 月にその進化版となる「立地適正化計画」を策定した

ところです。 
 

今般、空き地・空き家等の低未利用地がランダムに発生する「都市のスポンジ

化」の進行や頻発・激甚化する自然災害に対応するため、都市再生特別措置法の

一部改正が行われました。これに伴い、本市においても、より魅力的かつ安全な

まちづくりを行うため、都市のスポンジ化対策の追加や災害リスクを踏まえた居

住誘導区域の見直し及び防災・減災対策への取組を示した防災指針を追加するな

ど、計画の変更を行いました。                                                                              
 

本計画が掲げる、居住及び都市活動を支える都市機能の集約と地域公共交通と

の連携による「コンパクト・プラス・ネットワーク」のまちづくりを基本とし、

総合計画に掲げる都市像『夢つなぎ ひときらめく 未来創造都市 いちはら』 

の実現に全力で取り組んでまいります。 
 

本計画の策定にあたり、貴重な御意見・御提言をいただきました、市民の皆様

をはじめとする関係各位に心から感謝いたしますとともに、今後も本市のまちづ

くりに対しまして、一層の御支援と御協力を賜りますようお願い申し上げます。 
 

 

令和 5 年 5 月  市原市長 小出 譲治 
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（１） 計画の目的 

人口減少・少子高齢社会の進展や都市の低密度化に伴う都市機能の低下、公共施設の維

持更新費用の増大が懸念される中、厳しい財政状況下にあっても持続可能な都市経営を可

能にするため、集約型都市構造（コンパクトシティ）の形成を一層推進する必要がありま

す。 

そのような中、国においては平成 26年８月に 「都市再生特別措置法等の一部を改正

する法律」が施行され、行政と住民や民間事業者が一体となったコンパクト・プラス・ネ

ットワークを基軸においたまちづくりを促進するため、立地適正化計画制度が創設されま

した。 

社会情勢の変化や国の動向を踏まえ、本市の特性に合わせたコンパクト・プラス・ネッ

トワークの形成を一層推進するため、都市再生特別措置法第８１条第１項に規定する立地

適正化計画を策定します。 

 

■立地適正化計画の意義と役割 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：立地適正化計画の概要パンフレット（国土交通省） 

  

1．はじめに 
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■立地適正化計画とは 

立地適正化計画とは、都市再生特別措置法の一部改正（平成 26 年 8 月施行）によ

り新たに制度化された、市町村が定めることができる計画です。 

● 必須記載事項 

 ➣ 住宅及び都市機能増進施設（※）の立地の適正化に関する基本的な方針 

 ➣ 居住誘導区域（居住を誘導すべき区域） 

 ➣ 居住誘導区域への居住を図るための施策 

 ➣ 都市機能誘導区域（都市機能増進施設の立地を誘導すべき区域）と誘導施設 

 ➣ 都市機能誘導区域に誘導施設の立地を図るための施策 

※ 都市機能増進施設：医療施設、福祉施設、商業施設等、居住者の利便性や

福祉の増進に著しく寄与する施設 

※ 居住誘導区域、都市機能誘導区域とも、市街化区域内に定めます。 

● 任意記載事項 

 ➣ 駐車場配置適正化区域 

 ➣ 跡地等管理区域 

● 立地適正化計画に関係する都市計画（任意） 

 ➣ 居住調整地域 

 ➣ 特定用途誘導地区 

 

■立地適正化計画等で定める区域のイメージ 
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平成 30年 3月のこの計画の公表以降、以下の 2つに関する都市再生特別措置法の一

部改正がありました。本市における課題に対応するため、これらの法改正に対応した計

画、施策等の見直しを行います。 

１） スポンジ化対策について 

空き地・空き家等の低未利用地が時間的・空間的にランダムに発生する「都市のスポン

ジ化」に対応するため、都市再生特別措置法の一部改正により、新たに「低未利用土地権

利設定等促進計画」及び「立地誘導促進施設協定」に関する制度が創設されました（平成

30 年 7月施行）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

■スポンジ化対策について（都市再生特別措置法改正の概要） 

都市のスポンジ化対策 

≪コーディネート・土地の集約≫ 

○「低未利用土地権利設定等促進計画」制度の創設 

○都市再生推進法人（まちづくり団体等）の業務に、低未利用地の一時保有等を追加 

○土地区画整理事業の集約換地の特例 

○市町村は、低未利用土地利用等指針を作成し、低未利用地の管理について地権者に

勧告が可能に 

≪身の回りの公共空間の創出≫ 

○「立地誘導促進施設協定」制度の創設 

○「都市計画協力団体」制度の創設 

≪都市機能のマネジメント≫ 

○「都市施設等整備協定」制度の創設 

○誘導すべき施設（商業施設、医療施設等）の休廃止届出制度の創設 

 

都市の遊休空間の活用による安全性・利便性の向上 

○公共公益施設の転用の柔軟化、駐車施設の附置義務の適正化、立体道路制度の適用

対象の拡充等を措置 

■「低未利用土地権利設定等促進計画」制度の概要 

・低未利用地の地権者等と利用希望者とを行政がコーディネートし、所有権にこだわ

らず、複数の土地や建物に一括して利用権等を設定する計画を市町村が作成 

※所有者等探索のため市町村が固定資産税課税情報等を利用可能 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：都市のスポンジ化対策について（国土交通省） 
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２）防災指針について 

近年の災害の頻発・激甚化に対応するため、都市再生特別措置法の一部改正により、

「居住誘導区域にあっては住宅の、都市機能誘導区域にあっては誘導施設の立地及び立地

の誘導を図るための都市の防災に関する機能の確保に関する指針」（防災指針）を立地適

正化計画において定めることとされ、コンパクトシティ形成の取組において防災の観点を

より重視する必要性が明らかになりました。 

防災指針の策定に当たっては、防災まちづくりの将来像や目標等を明確にし、ハード・

ソフトの両面から安全確保の対策を位置付けることが求められます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

■防災指針とは 

都市再生特別措置法の一部改正（令和２年９月施行）により、頻発・激甚化する自

然災害に対応するため、災害ハザードエリアにおける開発抑制、移転の促進、立地適

正化計画の強化など、安全なまちづくりのための総合的な対策を講じることとされま

した。 

 

■都市再生特別措置法の一部改正（令和２年９月施行）の概要 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：水害対策とまちづくりの連携（国土交通省） 

 

■防災指針の検討事項 

○居住誘導区域等における災害リスク分析と防災・減災まちづくりに向けた課題の

抽出 

○防災まちづくりの将来像、取組方針の検討 

○具体的な取組、スケジュール、目標値の検討 
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（２） 計画の期間 

本計画の期間は、本市の最上位計画である「市原市総合計画」に合わせ、2026 年度

までとしますが、将来の土地利用、道路、公園整備など都市計画に関する基本的な方針を

定める都市計画マスタープランと同様、中長期的な視点に立った将来の都市像を明確にす

るため、概ね 20年後の2037 年を見据えた内容とします。 

ただし、都市計画マスタープランの改定や社会経済情勢の変化に対応し、概ね 5年ご

とを目安に、適切に見直しを行います。 

2018 年度～2026年度 

（2037 年を見据えた内容とする。） 

 

（３） 計画の位置付け 

本計画は、都市再生特別措置法第 82条に基づき、市原市都市計画マスタープランの高

度化版として扱います。 

本計画は、上位計画である「市原市総合計画」の理念や都市像を踏まえ、「市原市都市

計画マスタープラン」の方針と整合を図りながら策定します。 

さらに、コンパクト・プラス・ネットワークの実現に向けた計画とするため、公共施設

の再配置、地域公共交通ネットワークの形成のほか、医療・福祉、子育て、商業等の機能

の誘導という新たな視点も加え、各部門の計画・施策との連携を図ります。 

 
 

■立地適正化計画の位置付け 

 

 

 

  

 

 

市原市 

市原市都市計画マスタープラン 

【千葉県】 

市原都市計画都市

計画区域の整備、開

発及び保全の方針 

（都市計画区域マスタ

ープラン） 

 

市原市総合計画 

【国】 

改正都市再生

特別措置法 

公共施設の再配置 

に係る計画・施策 

地域公共交通ネットワーク

の形成に係る計画・施策 
市原市立地適正化計画 

各部門の計画・施策 
○ 福祉   ○ 子育て 
○ 商業   ○ 農業 
○ 防災   ○ 環境 等 

分野別計画 

○ 緑の基本計画 

○ 市道整備計画 

等 

法定都市計画 

○ 区域区分（「線引き」） 

○ 地域地区 ○ 市街地開発事業 

○ 都市施設 ○ 地区計画   等 

拠点関連計画 

○ 拠点形成構想 

○ 拠点まちづく

りビジョン 

等 
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（４） 計画区域 

立地適正化計画の区域は、都市再生特別措置法の規定に基づき、都市計画区域内におい

て定めます。本計画においては、都市全体を見渡す観点から、市原都市計画区域全域を計

画区域とします。なお、同様の観点から、現状分析及び都市構造上の課題の分析に当たっ

ては、都市計画区域外の区域を含む市全域について行います。 

また、立地適正化計画区域外についても、総合計画、都市計画マスタープランをはじ

め、各種個別計画によりフォロー、または連携によるまちづくりを進めていきます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（５） 計画の構成 

○本計画は、以下の内容で構成します。 

■立地適正化計画の構成 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

１．はじめに 

２．関連計画の整理 ３．市原市の現状分析 

４．都市構造上の課題の分析 

５．まちづくりの方針 

６．立地適正化の基本的な考え方 

７．居住誘導区域 ８．都市機能誘導区域 

１０．目標達成に向けた指標設定と実現化方策 

各種個別計画による 

まちづくり 

（福祉・産業・環境等） 

連携 

市
原
市
総
合
計
画 

市原市都市計画マスタープラン 

市原市立地適正化計画 

９．防災指針 
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（１） 市原市総合計画 
 
◆都市像 

 

 

 

 

これからのまちづくりにおいて、最も大切な力は「ひとの力」です。 

ひとの力こそが、困難な課題を乗り越え、未来を切り拓く大きな力となります。 

そして、ひとの力を引き出すものが「夢」です。 

子どもたちをはじめ、あらゆる世代が将来に夢を抱くことができるよう、未来への展望

をしっかりと描きます。 

それぞれの夢や思いをつなぎながら、ひとの多彩な活躍が満天の星のようにきらめき、

その輝きを束ね誇り高く未来を創造する、魅力と活力にあふれるまちの実現を目指しま

す。 

その思いを込めて、この都市像を掲げました。 
 
◆2026年のいちはらの姿と実現への方向性 

(1) 産業と交流の好循環が新たな価値を創るまちへ 
① 臨海部企業の発展を支援し将来にわたってともに歩みます 

② 地域経済を牽引する中小企業の連携・発展を支えビジネスチャンスを創出します 

③ 地域資源を磨き上げ、ひとを魅了する観光地を創ります 

④ 豊かな地域資源で農林業の活力を高めます 

⑤ 経験豊かな人材を活かして新たな人材を育みます 

⑥ 首都圏や国内外との交流・連携を進めます 

 

(2) つながりと支え合いがひとと地域を健康にするまちへ 
① 地域のひとや団体の活動を支援します      ② 地域の活動をつなぎます 

③ 地域でひとを支え合います           ④ あらゆる人が互いを尊重し理解し合います 

⑤ 生活へ支援の手を届けます           ⑥ 誰もが地域社会の主役となるまちを創ります 

⑦ 健康寿命の長いまちを創ります 

 

(3) ひとの活躍と豊かな生活を支える安心・安全なまちへ 
① 地域の拠点を個性豊かな住みやすいまちにします ② ひとと拠点を公共交通がつなぎます 

③ 都市基盤を維持し生活や活動を支えます 

④ バリアフリーとユニバーサルデザインの施設整備を進めます 

⑤ 空き家を資源として活かします         ⑥ 一人でも多くの命を救います 

⑦ 万が一の災害に地域全体で備えます       ⑧ 地域の力が犯罪や危険からひとを守ります 

 

(4) 子どもたちの輝き・若者の夢・いちはらの文化を育むまちへ 
① 全ての子どもたちの資質と能力を伸ばす教育を進めます 

② 地域への愛着と誇りを育む子育てに優しい地域社会を形成します 

③ 若者が結婚や子どもを持つ夢を抱ける社会を創ります 

④ 生涯にわたって学ぶ楽しさを地域の豊かさにつなげます 

⑤ 悠久の歴史と伝統の上に新たな文化を育みます 

⑥ 魅力と親しみにあふれるいちはらのスポーツ文化を育みます 

⑦ 文化・スポーツで世界と交流します       ⑧ ひとを尊重する心を育みます 

２．関連計画の整理 

夢つなぎ ひときらめく 未来創造都市 いちはら 

～ひとの活躍が新たな誇りを創るまちへ～ 
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(5) ひとが環境を守り活かすまちへ 
① ひとと地域の力で美しい環境を守ります 

② 自然の力を利用しエネルギーを上手に使います 

③ ごみを資源に変え新たな価値を生み出します 

④ 自然を保全・活用し自然と共生するまちを創ります 

 

◆目指す都市構造 －都市創生戦略－ 

 

 

 

 

 

①資源や特性を活かし、地域をつなぐ新たなま

ちづくり 

②コンパクトなまちに居住を誘導 

③公共施設の複合化と適正配置 

④地域特性を踏まえた土地利用等の促進 

⑤27万市民に対応する都市基盤の維持・整備 

⑥公共交通ネットワークの再構築 

⑦自然環境と調和した土地利用 

⑧里山の魅力向上と交流促進 

  

  

  

 

中心都市拠点 

市の玄関口としての強みを活かして、産業、交通、健康、教育などさ

まざまな都市機能の充実・活用を推進する、市の中心的拠点。 

五井駅周辺～市原インターチェンジ～市原市役所周辺 

都市拠点 
JR 線や平成通りを活かして、産業や居住、交通機能等の充実を推進

し、良好な都市生活を提供する拠点。 

八幡宿駅周辺、姉ケ崎駅周辺 

地域拠点 
交通や買い物など、一定の都市機能を活かして、周辺地域の日常生活

を支え、さらなる発展を図る拠点。 

ちはら台駅周辺、上総牛久駅周辺 

インターチェンジ周辺 

広域交通の要衝という利点を活かし、物流等の産業誘導を推進し、地

域の活力向上へとつなげる拠点。 

市原インターチェンジ周辺、姉崎袖ケ浦インターチェンジ周辺、市原

鶴舞インターチェンジ周辺 

国道・県道 

高規格幹線道路 

都市の骨格を形成し、市内外の社会経済活動を支える主要な路線。 

八幡椎津線 

（平成通り） 

JR３駅周辺と千葉市・袖ケ浦市を結ぶ市の最重要路線として、早期

開通を目指す路線。 

鉄道路線 
通勤・通学など日常生活における活動や、観光など交流の軸として、

活用を推進する路線。 

■都市構造図 

個性輝く地域が集合体となって 

大きな力を発揮する色彩豊かな都市

を創生します 

中心都市拠点 

都市拠点 

地域拠点 

インターチェンジ周辺 

国道・県道 

高規格幹線道路 

八幡椎津線（平和通り） 

鉄道路線 

(平成通り) 
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（２） 市原都市計画都市計画区域の整備、開発及び保全の方針 
 
◆都市づくりの基本理念と基本方向 

【基本理念】 

       「「変革と創造」で新たな未来を切り拓くまちづくり」        

【基本方向】 

・都市の活力を生み出す拠点の形成                             

様々な都市機能の利便性を維持・向上させていくため、市原市立地適正化計画と整合を図りながら、各拠点の

果たすべき役割を明確化し、都市機能誘導区域の設定による拠点地域への都市機能の集約を図る。 

・地域特性を生かした市原版コンパクトシティの形成                    

居住誘導区域の設定による市街地人口密度の維持を図り、安心で歩いて暮らせる利便性の高い都市を構築する

とともに、都市の環境負荷の軽減や自然環境の保全を図る。 

・パートナーシップによるまちづくりの推進                          

住民や民間事業者等の多様な主体による、地域主体のまちづくりを推進することにより、地域特性を生かし、

多様なニーズや価値観を踏まえた個性ある都市の創出を目指す。 

・市民の生活を支える交通ネットワークの構築                       

超高齢社会の到来や環境への意識の高まりを念頭に、東日本旅客鉄道各駅と京成ちはら台駅、上総牛久駅を拠

点とする、鉄道とバス等の相互連携と主要な幹線道路の整備を図り、拠点間、地域間を繋ぐ交通ネットワーク

体系の構築を目指す。 

・ふるさとの資源の継承と活用                                

ふるさとの原風景である多様な自然・歴史・文化資源などを保全するとともに、これらの資源を生かし、周辺

環境と調和したまちづくりを推進することで、人々がいつまでも愛着を持って暮らし続けられるまちの景観形

成について、次世代への継承と活用を目指す。 

 

◆区域区分の方針 

【おおむねの人口】 

 本区域の将来におけるおおむねの人口を次のとおり想定する。 

年次 

区分         
平成 22年 令和 7年 

都市計画区域内人口 約 272 千人 おおむね 270千人 

市街化区域内人口 約 204 千人 おおむね 202千人 

   なお、令和 7 年においては、上表の外に千葉県全体で保留人口が想定されている。 

【市街化区域のおおむねの規模及び現在市街化している区域との関係】 

 本区域における人口、産業の見通しに基づき、かつ市街化の現況および動向を勘案し、令和 7

年時点の市街化している区域及び当該区域に隣接し、おおむね１０年以内に優先的かつ計画的に

市街化を図るべき区域を市街化区域とすることとし、市街化区域のおおむねの規模を次のとおり

想定する。 

年 次 令和 7年 

市街化区域面積 おおむね 6,125ha 

※市街化区域面積は平成 27 年時点の面積と同様  
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【将来人口の動向】 

○本市の将来人口は、今後は減少傾向で推移し、2035 年には 24.1万人になることが想定さ

れます。 

○2035 年には、五井駅周辺や八幡宿駅周辺、ちはら台で人口増加が予想される一方で、JR

駅周辺や郊外住宅団地で高齢者が大幅に増加することが予想されます。 

 

■将来人口 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■2010 年～2035 年の人口増減          ■2010 年～2035 年の高齢者増減 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

３．市原市の現状分析 

◆JR 駅周辺や郊外住宅団地は人口が集積していますが、将来の高齢化が予想されており、

特に郊外住宅団地における人口減少・高齢化の進展が顕著となっています。 

◆五井駅周辺等の地価の下落が顕著で、地域経済（商業）も衰退しています。 

35,751 34,197 31,143 27,738 24,278 22,142

183,749
173,687

161,979
153,798

146,097
135,398

280,416 280,030 273,711
264,671

253,733
241,132

0

50,000

100,000

150,000

200,000

250,000

300,000

2010年 2015年 2020年 2025年 2030年 2035年

（人）

0～14歳 15～64歳 65歳以上 総数

出典：市原市人口ビジョンによる

人口問題研究所準拠推計 

※2010 年、2015 年の総数

には年齢不詳を含む 
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【地価の動向】 

〇商業地、住宅地、市街化調整区域内の現況宅地ともに地価が低下しており、特に商業地（五

井駅周辺）の地価の下落が著しい状況にあります。 

〇1999 年と 2015年を比較して、住宅地で約 0.47 倍、商業地（五井駅周辺）で約 0.43 倍

の下落となっています。 

 

■区域別の地価の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

【商業の動向】 

〇事業所の従業員数、年間商品販売額ともに減少傾向にあり、特に小売業の事業所数は 1997

年から 2012 年にかけて大幅に減少しています。 

 

■事業所の従業員数と年間商品販売額の推移 
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（事業所） 事業所数（小売業）

出典：商業統計調査及び経済センサス 

このままの状況が続くと… 

◆現在は一定の人口規模を維持している駅

周辺や郊外住宅団地も、将来は人口減少・

高齢化、若年世代の減少がさらに進行す

ることが予想されており、まちの賑わい

の喪失や経済活動の停滞が懸念されま

す。 

◆人口減少により住民の地域活動が縮小す

ることによって、住民同士の交流機会が

減少し、地域の賑わいや地域への愛着が

失われるおそれがあります。 

集約型都市構造の形成により… 

◆市街地における人口の維持・充実により都市

全体の賑わい・魅力の創出や地域コミュニテ

ィの維持を目指します。 

◆五井駅をはじめとする駅周辺においては、若

者や子育て世代の誘導により、まちの賑わい

の創出・地域経済の活性化を図ります。 

◆多様な世代の交流機会の創出により、高齢者

をはじめとする市民が生きがいをもって暮

らすことができるまちを目指します。 

500,000

217,000
230,000

70,300

275,000

131,000
108,000

51,200
40,000

10,5000

100,000

200,000

300,000

400,000

500,000

600,000

1999年 2000年 2001年 2002年 2003年 2004年 2005年 2006年 2007年 2008年 2009年 2010年 2011年 2012年 2013年 2014年 2015年

商業地（五井駅周辺） 商業地（姉ケ崎駅周辺） 商業地（八幡宿駅周辺） 住宅地 市街化調整区域内の現況宅地

（円/㎡）

出典：地価公示 
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【人口集中地区の推移】 

〇1970 年と 2010 年の人口集中地区（DID）区域を比較すると、面積は約 3.8 倍となって

おり、八幡宿駅、五井駅、姉ケ崎駅から市街地が形成され、内陸部における住宅地の形成と

ともに区域が拡大しています。 

〇DID 人口密度は 1970 年から 1975 年で縮小していますが、1975 年から 2010 年まで

には、23.2 人/ha から 33.0 人/ha まで拡大しています。住居を建築できない工業専用地

域を除いた部分の人口密度は 50 人/ha を超えており、高密度な市街地が形成されていま

す。 

 

■人口集中地区の区域図（1970 年、2010 年）   ■人口集中地区の人口密度の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【固定資産税・都市計画税収の状況】 

〇固定資産税と都市計画税の税収が横ばいで推移する中、市街化区域内での税収が 86.8％を

占め、市街化区域内人口・面積の割合と比較して、多くなっています。 

 

■人口、面積、固定資産税＋都市計画税の比率   ■固定資産税＋都市計画税の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

◆市街地は拡大しつつも一定の人口密度を維持しており、市街化区域における効率的な税

収を維持しています。 

◆一方で、郊外部で宅地化が進行しており、自然的土地利用が減少しています。 

出典：国土数値情報 
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出典：国勢調査 
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【土地利用の動向】 

〇1９76年と 2009 年の土地利用を比較すると、市北部の海岸部ではその他用地から建物用

地へ転換され、市街地が拡大しています。 

〇国分寺台やちはら台においては、住宅地の形成により農地や森林が住宅用地になっており、

自然的土地利用から都市的土地利用の範囲が広がっています。 

 

■土地利用の動向（1976 年、2009 年） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

2009 年 1976 年 

出典：国土数値情報 

このままの状況が続くと… 

◆人口減少下による市街地の拡大は、市街地の低

密度化につながるおそれがあります。 

◆日常生活を送るために必要な各種サービスは一

定の人口規模（密度）のうえに成り立っている

ため、市街地の低密度化は生活サービス施設の

縮小（撤退）へと繋がり、結果として、生活利

便性が低下するおそれがあります。 

 

※都市計画区域界、市街化区域界は平成 23 年度現在 

集約型都市構造の形成により… 

◆建物立地の郊外化を抑制し、市街化区

域内の人口密度を維持することによ

り、市街地における生活サービスの維

持・向上と効率的な税収の確保を目指

します。 

◆主に市街化区域内における施設の利

用密度を高め、生活利便施設の維持・

充実を図ります。 
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【公共施設、インフラの状況】 

〇公共施設は大規模な改修や建替え（以下「更新等」という。）の必要性が高い「築 31 年以

上」のものが、全体の 64％を占め、今後、なんらかの大規模改修が必要となる「築 16 年

以上 30年未満」のものが、全体の 28％あります。 

〇これらを合わせると、今後 10 年程度の間に全体の 92％もの施設が老朽化への対応が必要

となり更新等のための費用が発生することが懸念されます。 

 

■公共施設の築年、分類別延床面積 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■公共施設の更新等費用シミュレーションの見通し 

 

 

 

 

 

 

 

  

◆多くの公共施設、施設の老朽化が顕著で、更新等のための費用が発生することが懸念さ

れます。 

◆市内には駐車場等の空き地が点在するとともに、空き家も増加しており、都市のスポン

ジ化が進んでいます。 

出典：市原市公共資産マネジメント推進計画 

出典：市原市公共資産マネジメント推進計画 
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【空き地・空き家の状況】 

〇市街化区域内においては小規模な空き地や駐車場が点在しているとともに、ちはら台などの

住宅団地で大規模な遊休地が存在します。 

〇空き家は近年増加しており、空き家率は 15.2％となっています。 

 

■空き地の分布 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■空き家の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

出典：H23 都市計画基礎調査 
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出典：住宅土地統計調査 

集約型都市構造の形成により… 

◆長期的な視点で更新時における施設の集約

や現施設の効率的な維持をすることにより、

歳出額の抑制を図り、市民の生活サービスの

維持・充実を図ります。 

◆施設の集約の際には、施設跡地などさらに遊

休市有地が増加することが予想されるため、

民間と連携した公的資産の活用を図ります。 

◆空き家の解消や空き地の有効活用により、連

担した住宅地を形成し、安全な居住環境の維

持を目指します。 

このままの状況が続くと… 

◆公共施設やインフラ施設が老朽化する中で、

今後も施設の更新事業が永続的に続くこと

が予想され、財政負担が大きくなります。 

◆財政負担が大きくなると、それまで受けられ

ていた行政サービスが廃止又は有料化され

るといった場合が生じることが考えられ、生

活利便性の低下に繋がります。 

◆インフラ施設の安全性確保が困難になるこ

とが懸念されます。 

◆既存の住宅地で、空き家や空き地の増加によ

り、犯罪などの危険性が高まることが懸念さ

れます。 
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【公共交通ネットワーク】 

〇市街化区域内は、鉄道とバス路線により公共交通サービス圏でカバーしていますが、2035

年には公共交通サービス圏内の高齢者数が大幅に増加することが予想されます。 

○2035 年には、公共交通サービス圏の人口密度も低下することから、小湊鉄道沿線を中心に

公共交通利用者のニーズが減少することが予想され、公共交通の維持が困難になる可能性が

あります。 

 

■2035 年高齢者数と公共交通サービス圏の重ね合わせ図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

◆公共交通網は市街化区域を中心に網羅されていますが、市民の移動手段は自動車に依

存しており、路線バスの利用者は少ない状況です。 

◆将来は交通サービス圏の高齢者が増加することが予想されます。 

※運行本数は平日の往復本数 

4.57
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交通サービス圏高齢者数の推計

交通サービス圏 交通サービス圏外

（万人）



17 

 

 

 

【公共交通利用者の状況】 

〇五井駅の利用者が最も多く、2011年を境に増加しており、姉ケ崎駅やちはら台駅では近年

微増していますが、小湊鉄道の利用者は年々減少しています。 

○バス運行に関しては赤字路線への補助額が年々増加しており、地域住民の利用促進等、公共

交通ネットワークを維持するための取組が求められます。 

 

■鉄道利用者の推移             ■市内運行路線への補助額の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【交通手段分担率】 

〇公共交通分担率は、全目的、通勤目的ともに自動車の分担が多く占め、全目的では 6２.1％

が自動車となっています。 

〇1998 年から 2008 年の 10 年間で、自動車や鉄道の分担が増え、徒歩が減少しています。 

 

■交通分担率の推移（全目的） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

このままの状況が続くと… 

◆公共交通の利用者が減り、将来的な公共

交通の維持が困難になります。 

◆自家用車に依存せざるを得ない高齢ドラ

イバーによる事故の増加が懸念されま

す。 

出典：東日本旅客鉄道㈱千葉支社 

5,033,934 5,980,826 6,714,981
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9,997,515

10,965,305

13,530,639

11,736,705

0

2,000,000

4,000,000

6,000,000

8,000,000

10,000,000

12,000,000

14,000,000

16,000,000

平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度

（円）

小湊バス 千葉中央バス

出典：平成 20 年 東京都市圏パーソン

トリップ調査・平成 10 年度 東

京都市圏交通実態調査 

集約型都市構造の形成により… 

◆公共交通の利用しやすい区域に居住を誘

導することにより、将来も公共交通を維

持し、車がなくても安心して生活できる

環境づくりを目指します。 

◆公共交通を利用しながら歩いて暮らせる

まちづくりにより、高齢者の健康増進を

図ります。 
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（１） 比較分析 

「生活利便性」「健康・福祉」「安全・安心」「地域経済」「行政運営」「エネルギー・脱

炭素」の観点から、関連する指標を用いて都市構造の評価を行います。 

評価にあたって、全国や地方都市圏（概ね人口 30 万人都市）と比較することにより、

本市の特性を明確にします。 
 

■全国、30 万都市との比較分析結果 

分析のまとめ 

・生活サービス施設の徒歩圏人口カバー率は、全国や 30 万都市、３大都市

圏と比較して低いが、生活サービス施設の利用圏平均人口密度は、医療・

商業で 30 万都市より高くなっています。 

・基幹的公共交通路線の徒歩圏人口カバー率は、全国や 30 万都市と比較し

て高く、公共交通網は発達しています。 

・公共交通の機関分担率は、全国、３大都市圏より低いが 30 万都市より高

くなっています。 

・徒歩・自転車の機関分担率が低く、自家用車に依存していることがわかり

ます。 

・保育所や高齢者福祉施設の徒歩圏人口カバー率は、全国や３大都市圏、30

万都市と比較して低く、高齢者や幼児に対する利便性が低いことがわかり

ます。 

・高齢者徒歩圏に医療機関や公園がない住宅の割合は高く、高齢者に対する

利便性が低いことがわかります。 

・交通事故死亡者数は、全国や３大都市圏、30 万都市と比較して多くなっ

ています。 

・最寄りの指定緊急避難場所等までの平均距離は、全国や３大都市圏、30万

都市と比較して長くなっています。 

・空き家率は、３大都市圏や 30 万都市と比較して低く、全国とほぼ同程度

の値となっています。 

・従業員一人当たりの第三次産業売上高は、30 万都市と比較して低くなっ

ていますが、都市全域の売場効率は高くなっています。 

・平均住宅宅地価格は、全国や３大都市圏、30 万都市と比較して低くなっ

ています。 

・財政力指数が高く、市民一人当たりの歳出額は全国や３大都市圏、30 万

都市と比較して少ないことから、財政面における都市経営の効率化は図ら

れています。 

・公共交通沿線地域の人口密度は低く、公共交通の効率化を図る必要があり

ます。 

・市民一人当たりの税収額は、全国や３大都市圏、30 万都市と比較して、税

収の確保ができています。 

・市民一人当たりの自動車 CO2 排出量が全国や３大都市圏、30 万都市と

比較して高く、公共交通への転換による環境負荷の軽減が求められます。 

・家庭部門における一人当たりのCO2 排出量は全国と比較して多くなって

います。 

①生活利便性 

②健康・福祉 

③安全・安心 

④地域経済 

⑤行政運営 

⑥エネルギー 

脱炭素 

４．都市構造上の課題の分析 
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■全国、三大都市圏、30万都市、市原市のレーダーチャート ※全国及び 3 大都市圏、地方都市圏の値は、「都市構造の評価に関するハンドブック」の値を活用 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

■日常生活サービスの徒歩圏充足率(%)

■居住を誘導する区域における人口密度(人/ha)

■生活サービス施設の徒歩圏人口カバー率医療(%)

■生活サービス施設の徒歩圏人口カバー率福祉(%)

■生活サービス施設の徒歩圏人口カバー率商業(%)

■基幹的公共交通路線の徒歩圏人口カバー率(%)

□公共交通利便性の高いエリアに存する住宅の割合(%)

■生活サービス施設の利用圏平均人口密度 医療(人/ha)

■生活サービス施設の利用圏平均人口密度 福祉(人/ha)

■生活サービス施設の利用圏平均人口密度 商業(人/ha)

■公共交通の機関分担率(%)

□市民一人当たりの自動車総走行台キロ(台キロ)

■公共交通沿線地域の人口密度(人/ha)

■メタボリックシンドロームとその予備軍の割合(%)

□人口10 万人あたり糖尿病入院患者数(人)

■徒歩・自転車の機関分担率(%)

□高齢者の外出率(%)

□<再掲>市民一人当たりの自動車総走行台キロ(台キロ/日)

■高齢者徒歩圏に医療機関がない住宅の割合 (%)

■高齢者福祉施設の1km 圏域高齢人口カバー率(%)

■保育所の徒歩圏0～5 歳人口カバー率(%)

■買い物への移動手段における徒歩の割合(%)

■<再掲>公共交通の機関分担率(%)

□<再掲>日常生活サービスの徒歩圏充足率(%)

□歩道整備率(%), 50

■高齢者徒歩圏に公園がない住宅の割合(%), 48□公園緑地の徒歩圏人口カバー率（居住を誘導する区域）(%)

□<再掲>歩道整備率(%)

■市民一万人あたりの交通事故死亡者数(人)

■最寄り緊急避難場所までの平均距離(m)

■空き家率(%)

■従業者一人当たり第三次産業売上高(百万円)

■都市全域の小売商業床面積あたりの売上高(小売商業床効率) 

■<再掲>空き家率(%)

■平均住宅宅地価格（居住を誘導する区域）(千円/㎡)

□市民一人当たりの歳出額 (千円)

□財政力指数 (－)

■<再掲>居住を誘導する区域における人口密度 (人/ha)

■<再掲>公共交通沿線地域の人口密度(人/ha)

■<再掲>徒歩・自転車の機関分担率(%)

■市民一人当たり税収額（個人市民税・固定資産税）(千円)

■<再掲>従業者一人当たり第三次産業売上高(百万円))

■<再掲>平均住宅宅地価格（居住を誘導する区域）(千円/㎡)

■市民一人当たりの自動車CO2 排出量 (t-CO2/年)

■<再掲>公共交通の機関分担率 (%)

□<再掲>市民一人当たりの自動車総走行台キロ (台キロ)

■家庭部門における一人当たりのCO2 排出量 (t-CO2/年)

■業務部門における従業者一人当たりのCO2 排出量 (t-CO2/年)
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市原市の現況都市構造評価 全国 3大都市圏 地方都市圏概ね30万 市原市

①生活利便性

②健康・福祉

③安全・安心

④地域経済

⑤行政運営

⑥エネルギー/低炭素

※全国平均を偏差値 50 とした時の市原市の分析結果の比較 

 外側にいくほど評価が高いことを示す 

■最寄りの指定緊急避難場所等までの 

平均距離（ｍ） 

⑥エネルギー/脱炭素 
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■現状の市原市と BAU による将来の市原市のレーダーチャート  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■日常生活サービスの徒歩圏充足率(%)

■居住を誘導する区域における人口密度(人/ha)

■生活サービス施設の徒歩圏人口カバー率医療(%)

■生活サービス施設の徒歩圏人口カバー率福祉(%)

■生活サービス施設の徒歩圏人口カバー率商業(%)

■基幹的公共交通路線の徒歩圏人口カバー率(%)

■生活サービス施設の利用圏平均人口密度 医療(人
/ha)

■生活サービス施設の利用圏平均人口密度 福祉(人/ha)

■生活サービス施設の利用圏平均人口密度 商業(人/ha)

■公共交通の機関分担率(%)

■公共交通沿線地域の人口密度(人/ha)

■徒歩・自転車の機関分担率(%)

□高齢者の外出率(%)

■高齢者福祉施設の1km 圏域高齢人口カバー率(%)

■保育所の徒歩圏0～5 歳人口カバー率(%)

□公園緑地の徒歩圏人口カバー率（居住を誘導する区域）(%)

■市民一人当たりの都市構造に関連する行政経費(千円)

■市民一人当たりの自動車CO2 排出量 (t-CO2/年)

■家庭部門における一人当たりのCO2 排出量 (t-CO2/年)
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市原市の現況都市構造評価 全国 現況値 BAU

※BAU とは現状のまま推移した場合の将来予測のこと 

※全国平均を偏差値 50 とした時の市原市の現況値、BAU 値の比較。外側にいくほど評価が高いことを示す 

※「市民一人当たりの都市構造に関連する行政経費」は全国値がないため、市原市の現況値を偏差値 50 とした 
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（２） 災害リスク分析 

各種ハザードエリアの最新の指定状況を整理し、市街化区域内に着目した災害リスク分

析を行います。整理した災害想定は以下の通りです。 

■ 整理した災害想定 

想定する災害 分析項目 

(1)土砂災害 
 土砂災害警戒区域、土砂災害特別警戒区域、急傾斜地崩壊危険区

域の市街化区域内での分布状況 

(2)洪 水 

 想定浸水深の市街化区域内での分布状況 (3)高 潮 

(4)津 波 

(5)内 水  冠水箇所の市街化区域内での分布状況 

(６)その他  大規模盛土造成地の市街化区域内での分布状況 

 

① 土砂災害 

土砂災害警戒区域及び土砂災害特別警戒区域の市街化区域内における分布状況をみる

と、土砂災害警戒区域が58 箇所、約 19.0ha、土砂災害特別警戒区域が53 箇所、約

5.2ha に分布しており、地区では、主に青葉台周辺、門前・郡本周辺、瀬又周辺に分布

しています。また、今後、新たに指定予定の箇所が 216 箇所、約 75.5ha 存在します。 

急傾斜地崩壊危険区域については、市街化区域内（辰巳台）に１箇所存在します。 
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② 洪水 

洪水(想定最大規模※)の市街化区域内における分布状況をみると、住宅１階の高さを上

回る想定浸水深３ｍ以上の区域が約 15.7ha存在しています。想定浸水深３ｍ以上の区

域は、主に上総牛久駅周辺に分布しています。 

また、洪水(想定最大規模※)による氾濫流や、氾濫流による河岸浸食により、家屋の倒

壊の恐れがある「家屋倒壊等氾濫想定区域」の市街化区域内における分布状況をみると、

約 26.4ha存在し、約 300 棟の建物が含まれます。建物が含まれるのは、主に姉崎周辺

(姉崎小学校周辺)や五井周辺に集中しています。 

※改正水防法に基づき、洪水では「計画規模」と「想定最大規模」の降雨による２種類の浸水想定が示

されています。「想定最大規模」は発生確率が 1,000 年に１回超の降雨を想定しています。 

 

■ 市街化区域内での洪水の分布状況（想定最大規模） 

０～１ｍ 1052.2ha ３～５ｍ 13.7ha 

１～２ｍ 979.3ha ５ｍ以上 2.0ha 

２～３ｍ 137.7ha 
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■ 市街化区域内での洪水の分布状況（計画規模） 

０～１ｍ 702.9ha ３～５ｍ 1.2ha 

１～２ｍ 486.2ha ５ｍ以上 0.0ha 

２～３ｍ 17.2ha 
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■ 家屋倒壊等氾濫想定区域の分布状況 
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③ 高潮 

高潮(想定最大規模※)の市街化区域内における分布状況をみると、住宅１階の高さを上

回る想定浸水深３ｍ以上の区域が約 91.3ha存在している。想定浸水深３ｍ以上の区域

は、主に JR線西側に分布しています。 

※想定最大規模の発生確率は 1,000～5,000 年に１回高潮の想定浸水深３ｍ以上の区域について、より

詳細に状況を整理※すると、約 2,400 棟の建物が立地し、そのうち、約 1,700 棟が住宅施設(戸建住宅

1,572 棟、共同住宅188 棟)です。 

※分析は平成 28 年都市計画基礎調査における建物データを使用また、高潮発生後の浸水継続時間をみ

ると、浸水継続時間が７日以上の区域が約 1,400ha 広がっており、被災後の円滑な復旧が困難となる

などの影響が懸念されます。 

■ 市街化区域内での高潮の分布状況 

０～１ｍ 1312.1ha ３～５ｍ 91.2ha 

１～２ｍ 1842.5ha ５ｍ以上 0.1ha 

２～３ｍ 657.1ha 
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■ 市街化区域内での浸水継続時間の分布状況 
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④ 津波 

津波浸水想定※の市街化区域内における分布状況をみると、住宅１階の高さを上回る想

定浸水深３ｍ以上の区域が約 16.6ha 存在していますが、想定浸水深 3m以上の区域

は、河川・水路上のみに分布しています。 

※千葉県が行っている、「東京湾口で高さ 10m」を想定した津波の浸水予測によるもの（保全施設な

しの場合） 

 

■ 市街化区域内での津波の分布状況 

０～１ｍ 23.8ha ３～５ｍ 10.7ha 

１～２ｍ 5.0ha ５ｍ以上 5.9ha 

２～３ｍ 9.0ha 
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⑤ 内水 

内水浸水については、市原市内水ハザードマップにおいて、過去の災害時に下水道計画

区域内において冠水した道路の実績が整理されており、これまでの浸水は、一部の区域で

発生しています。 

 

■ 冠水道路箇所 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：市原市内水ハザードマップ 
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⑥ 大規模盛土造成地 

大規模盛土造成地は、地震発生時に地滑りや土砂の流出等による被害が生じる可能性が

あります。市原市内では、青葉台や有秋台、国分寺台、辰巳台、ちはら台などが該当しま

すが、直ちに危険性のある大規模盛土造成地を示したものではありません。 

 

■ 大規模盛土造成地の分布状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  



30 

 

 

⑦ 災害リスク分析結果 

１）洪水浸水想定区域・高潮浸水想定区域（浸水深 3m 以上）と人口・建物の関係 

内房線以西（八幡宿～五井）は、人口の集積と高潮による浸水深の深いエリアに重なり

が見られ、対応が求められます。特に八幡宿駅周辺においては、浸水深が深く（３階以上

に避難が必要）重点的な対応が求められます。 

 

■洪水浸水想定区域・高潮浸水想定区域（浸水深 3m 以上）拡大図＋人口総数重ね合わせ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

洪水浸水想定区域 
・高潮浸水想定区域（浸水深 3m 以上） 



31 

 

■洪水浸水想定区域・高潮浸水想定区域（浸水深 3m 以上）拡大図＋高齢化率重ね合わせ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

洪水浸水想定区域 
・高潮浸水想定区域（浸水深 3m 以上） 
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■洪水浸水想定区域・高潮浸水想定区域（浸水深 3m 以上）拡大図＋建物用途 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

洪水浸水想定区域 
・高潮浸水想定区域（浸水深 3m 以上） 
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２）高潮浸水想定区域（浸水深 3m 以上または浸水継続時間が 3 日を超える）と人口・建物の関係 

浸水深は浅い（２階以上に避難可）が、浸水継続が 3 日以上続くエリアとなってお

り、飲料水や食品等の備蓄の確保が課題です。また、浸水深は浅い（２階以上に避難可）

が、高齢化率の高い（20%以上）エリアとの重なりが見られ、垂直避難が困難な住民の

ための避難が課題となります。 

 

■高潮浸水想定区域（浸水深 3m 以上または浸水継続時間が 3日を超える）拡大図＋人口総数 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

高潮浸水想定区域（浸水深 3m以上または
浸水継続時間が 3日を超える） 
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■高潮浸水想定区域（浸水深 3m 以上または浸水継続時間が 3日を超える）拡大図＋高齢化率 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

高潮浸水想定区域（浸水深 3m以上または
浸水継続時間が 3日を超える） 



35 

 

■高潮浸水想定区域（浸水深 3m 以上または浸水継続時間が 3日を超える）拡大図＋建物用途 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

高潮浸水想定区域（浸水深 3m以上または
浸水継続時間が 3日を超える） 
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３）災害リスク分析結果 

土砂災害、洪水、高潮、津波、内水、大規模盛土造成地による被害想定や地域特性を

踏まえ、被害想定別に災害リスク・課題をまとめます。 

 

■ 災害リスク分析結果 

≪全域に関わる被害リスク≫ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

JR 線以西を中心に高潮想

定浸水深 3m 以上の区域、

浸水継続時間が７日以上の

区域が広範に存在 

 

 
土砂災害被害リスク 

洪水被害リスク 

高潮・津波被害リスク 

内水被害リスク 

大規模盛土造成地 

 

 

 

 

市街化区域内において内水氾濫の発生 

青葉台や有秋台、国分寺台、辰巳台、ちはら台などの住宅団地における大規模盛土造成地の存在 

洪水想定浸水深が

3m 以上の区域が

存在 

土砂災害警戒

(特別警戒)区域

が広範に存在 

新たな土砂災害

警戒(特別警戒)

区域が大規模に

指定予定 

新たな土砂災害警戒

(特別警戒)区域が大

規模に指定予定 

八幡宿～五井周辺におい

ては、人口の集積と高潮

による浸水深の深いエリ

アに重なりが見られる 

浸水深は浅い（２階以

上に避難可）が、浸水

継続が3日以上続くエ

リアが広範に存在 

浸水深は浅い（２階以

上に避難可）が一部高

齢化率の高い（20%

以上）エリアとの重なり

が見られる 

洪水での家屋倒壊

等氾濫想定区域内

に住宅が集積 

洪水での家屋倒壊

等氾濫想定区域内

に住宅が集積 
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（３） 課題の整理 

各種分析結果を踏まえ、立地適正化にあたっての課題を整理します。 

人口動向、土地利用、生活利便性、交通利便性、災害等の安全性、財政の健全性の視

点で項目別に課題をとりまとめます。 
 

■項目別の課題の整理 

項目 課題の整理 

人口動向 

〇市街化区域内においても人口密度 20 人/ha 以下の低密度利用の地域が

見受けられることから、主に市街化区域内での利用密度を高めるための

居住の誘導が求められます。 

〇五井駅周辺は、面的に都市機能が集積しており、人口密度も高いため、市

の中心として高次機能を誘導する必要があります。 

○うるいど南地区は、現在の人口密度は低いが良好な都市基盤の整備が完

了し、今後、人口定着を図るため、食料品店舗等の生活利便施設を誘導す

る必要があります。 

○上総牛久駅周辺は、生活利便性は高いが、人口密度が低く、積極的な居住

誘導を図りつつ現状の機能を維持する必要があります。 

土地利用 

〇八幡宿駅と五井駅を中心に市街化が進む一方、JR 線以南の内陸部におい

ても住宅地開発により、自然的土地利用から建物用地への転換が進んで

います。 

〇そのため、飛び地で市街化区域が設定されていますが、今後の人口減少や

高齢化の状況、生活利便性の状況を考慮した区域に居住誘導を図る必要

があります。 

生活利便性 

○全国や 30 万都市と比較して徒歩圏人口カバー率が低く、市街化区域外

の生活サービス機能がカバーされていない地域や、地区内で不足してい

る機能については、ネットワークを強化することで、市全体の生活利便性

の向上を図る必要があります。 

○市役所周辺は、公共施設をはじめ多様な機能が集積しており、利便性の高

い住宅地として都市機能の維持と積極的な居住誘導が求められます。 

○上総牛久駅周辺は、生活利便施設が集積しており、地域の拠点として、人

口減少下においても現状の都市機能の維持が求められます。 

〇商業施設や医療施設については、市街化区域内に多く立地しており、40

人/ha の地域は概ね徒歩圏でカバーしていることから、今後も人口を誘

導することにより施設を維持する必要があります。 
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項目 課題の整理 

交通利便性 

〇五井駅や八幡宿駅、姉ケ崎駅、ちはら台駅は鉄道とバスの交通結節点であ

り、交通利便性が高い生活の拠点として、地域において必要な機能を誘導

する必要があります。 

○五井駅、八幡宿駅、姉ケ崎駅の JR 駅による鉄道ネットワークが構築され

ているものの、鉄道とバスの交通結節点としてより充実させるためには、

3 駅を結ぶ道路ネットワークが必要です。 

〇また、市街化区域内の住宅地においては、今後高齢者が増加することが予

想されるため、拠点を繋ぐバスネットワークの強化と利用促進により自

家用車利用を抑制するとともに、交通利便性を維持する必要があります。 

〇基幹的公共交通路線の徒歩圏人口カバー率は高く、公共交通網は発達し

ていますが、市街化調整区域や都市計画区域外の地区は、小湊鉄道やバス

の運行本数が減少し、市全体で交通利便性が高いとは言い難い状況です。 

災害等の安全性 

〇五井地区で人口が集積している養老川沿岸などの浸水想定区域に指定さ

れている区域には、居住者が安全に住み続けることができるように安全

対策が必要です。 

〇姉崎地区の市街化区域周辺をはじめ、椎津や青葉台、椎の木台、桜台、有

秋台、若宮、辰巳台に土砂災害警戒区域及び土砂災害特別警戒区域が大規

模に指定・指定予定であり、リスクを回避する居住の誘導が求められま

す。 

○老朽化住宅の密集している旧来からの市街地においては、延焼遮断対策

による災害の拡大防止が求められます。 

〇海岸部は石油コンビナートが集積しており、居住者の安全性、快適な居住

環境の維持を考慮すると、引き続き工場と住宅地との分離が求められます。 

〇上総牛久駅周辺の洪水想定浸水深 3m 以上の区域では、浸水リスクを踏

まえた安全な居住地形成が求められます。 

〇五井や姉崎の家屋倒壊等氾濫想定区域では、区域内の建物での垂直避難

リスクを踏まえた避難等の対策が求められます。 

〇JR 線以西を中心とした高潮想定浸水深 3m以上の区域では、建物１階部

分の浸水リスク及び浸水被害が一定期間持続するリスクを踏まえた避難

対策が求められます。 

財政の健全性 

○扶助費などの社会保障関係経費が増加している中、歩いて暮らせるまち

づくりにより市民の健康増進を図ることが求められます。 

〇市税などの自主財源が減少傾向にある中、市街化区域内の人口・建物を維

持することで、効率的に税収を確保する必要があります。 

〇公共施設やインフラ施設が老朽化する中で、今後も施設の更新事業が永続

的に続くことが予想されるため、長期的な視点で更新時における施設の集

約や現施設の効率的な維持により、歳出額を抑制する必要があります。 
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市原市総合計画基本構想（以下「基本構想」。）においては、6町1村の合併により

誕生した本市の特徴を踏まえ、目指す都市構造として「個性輝く地域が集合体となって

大きな力を発揮する色彩豊かな都市の創生」を掲げています。 

基本構想に掲げる目指す都市構造に基づき、本計画においてはまちづくりの目標を

『都市の賑わい・交流、市民が安心できる生活の実現に向けた持続可能なまちづくり』

と設定し、居住誘導、都市機能誘導、公共交通ネットワークのねらいを明確にしたまち

づくりを展開します。 

目標の実現に向けては、市原市公共施設再配置基本方針や地域公共交通網形成計画等

の各種計画との連携を図ります。 

 

 

 

 

都
市
機
能
誘
導
の
ね
ら
い 

鉄道駅を中心に、都市機能の役割に応じた特色ある拠点の形成 

・市の顔として、多様な世代が交流し賑わいがある拠点として、五井駅周辺や市役所

周辺において高次都市機能を誘導する。 

・JR駅を中心に東京や千葉方面への広域的アクセスの利便性が高い八幡宿駅周辺や

姉ケ崎駅周辺において都市機能を誘導する。 

・都市機能が集積しており地域の拠点となっているちはら台駅周辺や上総牛久駅周辺

において、人口の維持・集積を図るため都市機能を維持・誘導する。 

・一定の人口密度と居住利便性の評価が高い地域、住宅団地等の拠点となっている地

域において、日常生活に必要な機能を維持・誘導する。 
 

 

公
共
交
通
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
の
ね
ら
い 

拠点間や地域間で機能を補完し合う交通ネットワークの強化 

・鉄道を中心とした拠点間のネットワークを向上させるとともに、拠点以外の地域に

おいても市民の利便性を維持するために必要な道路・交通体系の確保を目指し、都

市機能を補完し合うネットワークの強化を図る。 

・地域公共交通網の確保維持のため、利便性向上を図るとともに、利用を促進する。 

・都市拠点や地域拠点の中心となる鉄道駅においては、乗継機能の強化を図る。 

  

 

（１） まちづくりの目標 

居
住
誘
導
の
ね
ら
い 

拠点を中心に、歩いて、安心して住み続けられる居住地の形成 

・歩いて住み続けられる居住地の形成に向けて、日常生活に必要な機能が整った地域

に居住誘導を図り、都市機能や地域コミュニティを維持する。 

・歩いて住み続けられる居住地の形成に向けて、鉄道駅やバス停留所周辺など交通利

便性が高い地域に居住誘導を図り、高齢者等が安心して暮らせる地域を実現する。 

・安心して住み続けられる居住地の形成に向けて、土砂災害などの自然災害その他災

害の危険性の高い地域においては居住者の安全性に配慮しながら居住を誘導する。 

５．まちづくりの方針 

まちづくりの目標 

都市の賑わい・交流、市民が安心できる生活の実現に向けた持続可能なまちづくり 
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（２） コンパクト・プラス・ネットワークの考え方 

① コンパクト・プラス・ネットワークの実現 

本市においては、これまでに市域を西部・東部・中部・南部の４つのゾーンに区分

し、ゾーンごとに拠点を設定し、各地域の特性を活かしたまちづくりに取り組んできま

した。 

20年後の人口推計をみると、今後も人口減少が進むことが予想され、人口減少、少

子高齢化に対応したまちづくりを推進する必要があります。 

まちづくりの目標『都市の賑わい・交流、市民が安心できる生活の実現に向けた持続

可能なまちづくり』に向けては、これまでの成果を活かし、地域特性の強化とネットワ

ーク化により、より拠点性を重視した集約型都市構造の推進が求められます。 

また、各拠点において、拠点性を高める高度利用や民間誘導等が進んでおらず、実現

化に向けた具体手法の展開が求められます。 

 

② 目指すべきコンパクト・プラス・ネットワーク 

目指すべきコンパクト・プラス・ネットワークとして、各拠点の機能を高めるととも

に、拠点間や周辺市街地・集落との交通ネットワークの強化により、都市全体として機

能の充実した生活利便性の高い都市構造を構築します。 

ネットワークの強化のため、公共交通等の利便性向上に資する道路を重点的に整備す

るとともに、拠点を中心に歩いて暮らせるまちづくりを目指します。 

具体的には、各拠点が果たすべき役割を明確にし、五井駅～市役所周辺を「中心都市

拠点」、八幡宿駅周辺・姉ケ崎駅周辺を「都市拠点」、ちはら台駅周辺・上総牛久駅周辺

を「地域拠点」に位置づけ、選択と集中による各拠点機能とそれに繋がるネットワーク

の形成に取り組みます。 

これらの拠点やネットワークの周辺については、交通利便性や質の高い住環境を生か

し、積極的に居住を誘導します。 

一方で、居住誘導区域外の住宅地や集落においても、居住者の生活利便性、地域コミ

ュニティを維持していく必要があります。 

周辺の住宅地・集落においても、既存の生活利便施設が立地し、生活の拠点を形成し

ている地域については、都市機能誘導区域や居住誘導区域への公共交通ネットワークを

維持し利用促進を図るため、円滑で快適な道路ネットワークを構築することで、生活利

便性を維持することを目指します。 
 

 

  



 

41 

 

■コンパクト・プラス・ネットワークのまちづくりのイメージ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

都市機能誘導区域 

・鉄道駅を中心に都市機能誘導区域を設定 

市全域における生活の質の維持・向上 

都市計画区域 

居住誘導区域 

・都市機能誘導区域の周辺に居

住誘導区域を設定 

 

住宅地・集落 

・生活利便施設・コミュニティを維持し、

ネットワークにより利便性を高める。 

 

効果 

都市計画区域外 

中心都市拠点 

・本市における都市活

動の中心的な役割を

果たす拠点 

 

都市拠点 

・ＪＲ線や平成通りを生か

し、日用品の購入や医療等

の日常的な生活がほぼ満

たされる拠点 

 

地域拠点 

・都市機能が一定程度

集積し、他の拠点へ

容易にアクセスでき

る拠点 
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（３） 目指すべき将来都市構造 

 

○拠点の位置付けと役割 

市原市基本構想等で位置づけられる中心都市拠点、都市拠点、地域拠点、その他に多様な都

市機能が集積しており、将来的にも人口集積が見込まれる地域を候補として、今後も都市や地

域の拠点としても役割を担う拠点を都市機能誘導区域とし、一定の人口密度があり日常生活に

必要な機能が集積している拠点についても都市機能誘導区域を設定します。 
 

■各拠点の位置づけと役割 

基本構想等の

位置づけ 
拠点 役割 区域 

中
心
都
市
拠
点 

  ○本市における都市活動の中心的な役割を果たす拠

点 
― 

広域 

交流 

拠点 

五井駅 

周辺 

○市原市の玄関口としての強みを生かし、人口密度

及び就業者密度が極めて高く、商業・医療・教

育・娯楽・交流など多様でかつ生活に身近なサー

ビスから広域的なサービスまで、広範な都市機能

が集積し、市民や来訪者が行き交う拠点 

五井駅周辺

都市機能誘

導区域 

行政・ 

文化 

拠点 

市役所 

周辺 

○人口密度が高く、行政・商業・業務・芸術文化・交

流など多様なサービスを享受できる拠点 

市役所周辺

都市機能誘

導区域 

都市拠点 

八幡宿駅 

周辺 ○ＪＲ線や平成通りを生かし、人口密度や就業者密

度が高く、商業・業務・福祉等の都市機能が比較的

高く集積し、日用品の購入や医療等の日常的な生

活がほぼ満たされる拠点 

八幡宿駅周

辺都市機能

誘導区域 

姉ケ崎駅 

周辺 

姉ケ崎駅周

辺都市機能

誘導区域 

地域拠点 

ちはら台 

駅周辺 ○人口密度が高く、周辺地域の日常生活を支える商

業・業務・福祉等の都市機能が一定程度集積し、か

つ、他の拠点へ容易にアクセスでき、圏域内で不足

する医療等のサービスも享受できる拠点 

ちはら台駅

周辺都市機

能誘導区域 

上総牛久

駅周辺 

上総牛久駅

周辺都市機

能誘導区域 

生活拠点Ⅰ 
辰巳台 

うるいど南 

○一定の人口密度及び日常生活を支えるスーパー等

の他、特色のある都市機能を有し、他の拠点へ容

易にアクセスでき、圏域内で不足するサービスも

享受できる拠点 

辰巳台都市機能

誘導区域 

うるいど南都市

機能誘導区域 

生活拠点Ⅱ 

有秋台 

若宮 

光風台 

等 

○一定の人口密度及び日常生活を支えるスーパー等

の利便施設を有し、他の拠点へ容易にアクセスで

き、圏域内で不足する商業、医療等のサービスも享

受できる居住系の土地利用を主体とした拠点 
居住誘導区域 
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■将来都市構造 

 

  

 

《 軸 》 

《土地利用》 

《拠 点》 
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（１）実現すべき目標と期待される効果 

まちづくりの方針で掲げる『都市の賑わい・交流、市民が安心できる生活の実現に向けた

持続可能なまちづくり』の実現、また基本構想で掲げる「2026 年のいちはらの姿と実現へ

の方向性」の実現に向けて、本計画においては、本市の課題解決のための目標を掲げ、ター

ゲットとストーリーを明確にして、選択と集中により本市のコンパクト・プラス・ネットワ

ークに取り組みます。 

本市は五井駅を中心に、八幡宿駅、姉ケ崎駅の JR 駅を有しており、隣接する千葉市や都

心へのアクセス利便性が高くなっています。しかしながら、鉄道駅周辺での人口減少、商店

街等の衰退が大きな課題となっており、各駅周辺の役割分担のもとそれぞれの特性に応じた

魅力の再生とメリハリのある都市構造に転換することが急務となっています。そのため、今

後も進行する超高齢社会に対応するとともに、主なターゲットを若者や子育て世代に設定し、

特に女性が魅力を感じ、多様な世代が交流するまちづくりに取り組みます。また、市民が住

み慣れた地域で、安心して住み続けられるまちづくりに取り組みます。 

 

■立地適正化計画による目標とターゲット 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

市原市総合計画基本構想における「2026 年のいちはらの姿と実現への方向性」 

ひとの活躍と豊かな生活を支える安心・安全なまちへ 

 

６．立地適正化の基本的な考え方 

【補完する目標】 

市民の利便性・安全性を持続可
能なものにするため、各拠点の
周辺に居住を誘導し、高密度で
災害に強い居住地を形成する 
 

【補完する目標】 

効果的かつ効率的に生活基盤を
維持するため、民間と連携した
公共資産の複合化・適正配置や 
公的資産の活用を図る 
 

・地域の拠点を個性豊かな住

みやすいまちにします 

・都市基盤を維持し生活や活

動を支えます 

まちづくりの目標 

 

【立地適正化により実現すべき目標】 

JR3 駅周辺の活性化のため、鉄道駅を中心に若者・子育て世代をターゲット
として拠点性を向上させる 

 

【期待される効果】 

若者の定住・多様な世代の交流による地域経済の活性化と安心な暮らしの実現 
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（２）目標を実現するための指標 

目標の実現に向けて、鉄道駅を中心としたコンパクトシティ化を図ることで「密度の経済

性」が働くことにより、生活サービス機能の維持やサービス産業の生産性向上など地域経済

の活性化につながること、また、安心な暮らしの実現により定住人口の増加が期待されます。 

特に本市においては、JR3駅周辺への人口の集積、交流によるコミュニティの再生により、

市民の消費活動を拡大することが期待されます。そのために３つの目標に対して以下の指標

を設定します。 

■目標指標の設定 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

■密度の経済による生産性の向上 

「密度の経済」とは、ある範囲において、人口や生活サービス機能の数が増加すればするほど

共有コストが効率的になり、単位当たりの経済性が高まるという経済モデルのことで、本市の

コンパクト・プラス・ネットワークを実現することで、以下の効果が期待できます。 

 

 

 

 

 

  

・人口の集積、交流によるコミュニティの再生 

・市民の消費活動の拡大 

・生活サービス施設の利便性、生産性の向上 

・安心な暮らしの実現による定住人口の増加 

期待される 

効果 

【指標①】中心都市拠点・都市拠点周辺の人口密

度 

【指標②】中心都市拠点・都市拠点周辺の生産年

齢人口割合 

【指標③】中心都市拠点・都市拠点周辺の地価 

【指標④】誘導施設が充足している都市機能誘導

区域 

【指標⑤】JR3駅の利用者数 

【指標⑧】公的不動産を活用した民間施設の誘導 

【指標⑥】居住誘導区域内の人口密度 

【指標⑦】地区主体の地区防災計画の策定 

【補完する目標】 

市民の利便性・安全性を持続可
能なものにするため、各拠点の
周辺に居住を誘導し、高密度で
災害に強い居住地を形成する 
 

【補完する目標】 

効果的かつ効率的に生活基盤を
維持するため、民間と連携した
公共資産の複合化・適正配置や 
公的資産の活用を図る 
 

【 】 

JR3 駅周辺の活性化のため、鉄
道駅を中心に若者・子育て世代
をターゲットとして拠点性を向
上させる 

 

【目標】 
○JR3 駅周辺の拠点

性の向上 

○高密度な市街地を

維持 

 

【目標指標】 
○中心都市拠点・都市拠点周
辺の人口密度の維持 

○居住誘導区域内の人口密度
の維持 

○誘導施設が充足している都
市機能誘導区域の増加 

【期待される効果】 
○JR3駅を中心にまちの賑わいを創

出し、市民の消費活動を拡大 

○人口・都市機能の集積により、生活

サービス施設の生産性を向上 

 

目標指標 
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（３）目標を実現するためのストーリー 

目標を実現するために居住誘導の方針、都市機能誘導の方針、公共交通ネットワークの方

針を整理し、各方針に基づいた区域の設定や各施策の推進に取り組みます。 

 

①居住誘導の方針 

１） 居住誘導に関する課題                                    

都市構造の分析、居住利便性の評価等より居住誘導の課題を以下のとおり整理します。 

〇市街化区域内においても人口密度20人/ha以下の低密度利用の地域が見受

けられることから、主に市街化区域内での利用密度を高めるための居住の誘

導が求められます。 

○うるいど南地区は、現在の人口密度は低いが良好な都市基盤の整備が完了

し、今後、人口定着を図るため、食料品店舗等の生活利便施設を誘導する必

要があります。 

○上総牛久駅周辺は、生活利便性は高いが、人口密度が低く、積極的な居住誘

導を図りつつ現状の機能を維持する必要があります。 

〇八幡宿駅と五井駅を中心に市街化が進む一方、JR線以南の内陸部において

も住宅地開発により、自然的土地利用から建物用地への転換が進んでいま

す。 

〇そのため、飛び地で市街化区域が設定されていますが、今後の人口減少や高

齢化の状況、生活利便性の状況を考慮した区域に居住誘導を図る必要があり

ます。 

〇商業施設や医療施設については、市街化区域内に多く立地しており、40人

/ha の地域は概ね徒歩圏でカバーしていることから、今後も人口を誘導する

ことにより施設を維持する必要があります。 

〇五井地区で人口が集積している養老川沿岸などの浸水想定区域に指定されて

いる区域には、居住者が安全に住み続けられるように安全対策が必要です。 

〇姉崎地区の市街化区域周辺をはじめ、椎津や青葉台、椎の木台、桜台、有秋

台、若宮、辰巳台に土砂災害警戒区域及び土砂災害特別警戒区域が大規模に

指定・指定予定であり、リスクを回避する居住の誘導が求められます。 

○老朽化住宅の密集している旧来からの市街地においては、延焼遮断対策によ

る災害の拡大防止が求められます。 

〇海岸部は石油コンビナートが集積しており、居住者の安全性、快適な居住環

境の維持を考慮すると、引き続き工場と住宅地との分離が求められます。 

○扶助費などの社会保障関係経費が増加している中、歩いて暮らせるまちづく

りにより市民の健康増進を図ることが求められます。 

〇市税などの自主財源が減少傾向にある中、市街化区域内の人口・建物を維持

することで、効率的に税収を確保する必要があります。 
 

人口 

動向 

土地 

利用 

安全性 

生活 

利便性 

 

財政 

健全性 
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２） 市原市における居住誘導の方針                                    

居住誘導に関する課題を踏まえ、本市における居住誘導の方針を定めます。 

 

 

 

 

方針① 
日常生活に必要な機能が整った地域への居住誘導による都市機能

や地域コミュニティの維持 

【具体的方策】・一定の人口密度を維持し、居住利便性の評価が高い地域への居住誘導 

方針② 
交通利便性が高い地域への居住誘導による子育て世代の定住や高

齢者等が安心して暮らせる地域の実現 

【具体的方策】・鉄道駅やバス停留所周辺への居住誘導 

方針③ 災害対策等に配慮して誘導区域を検討 

【具体的方策】・工業系用途地域や浸水想定区域等における安全性に配慮した居住誘導 

 

■誘導のイメージ 

 

 

 

 

  

居住誘導のねらい 

拠点を中心に、歩いて、安心して住み続けられる居住地の形成 
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②都市機能誘導の方針 

１） 都市機能誘導に関する課題                                    

都市構造の分析、居住利便性の評価等より都市機能誘導の課題を以下のとおり整理します。 

〇五井駅周辺は、面的に都市機能が集積しており、人口密度も高いため、市

の中心として高次機能を誘導する必要があります。 

○ちはら台地区、五井駅周辺は今後も人口が増加することが見込まれること

から、人口増加に対応し、都市や地域の拠点として発展させる必要があり

ます。 

〇五井駅や八幡宿駅、姉ケ崎駅、ちはら台駅は鉄道とバスの交通結節点であ

り、交通利便性が高い生活の拠点として、地域において必要な機能を誘導

する必要があります。 

○市役所周辺は、公共施設をはじめ多様な機能が集積しており、利便性の高

い住宅地として都市機能の維持と積極的な居住誘導が求められます。 

○上総牛久駅周辺は、生活利便施設が集積しており、地域の拠点として、人

口減少下においても現状の都市機能の維持が求められます。 

〇公共施設やインフラ施設が老朽化する中で、今後も施設の更新事業が永続

的に続くことが予想されるため、長期的な視点で更新時における施設の集

約や現施設の効率的な維持により、歳出額を抑制する必要があります。 

 

２）市原市における都市機能誘導の方針                               

都市機能誘導に関する課題を踏まえ、本市における都市機能誘導の方針を定めます。 

 

 

 

 

方針① 中心都市拠点における市の顔としての高次都市機能の誘導 

【具体的方策】・五井駅周辺及び市役所周辺における高次都市機能の誘導 

方針② 鉄道駅を中心に交通利便性が高い地域への都市機能の誘導 

【具体的方策】・八幡宿駅周辺、姉ケ崎駅周辺、ちはら台駅周辺及び上総牛久駅周辺におけ

る都市機能の誘導 

方針③ 
都市機能が集積しており地域の拠点となっている地域への都市機

能の維持・誘導 

【具体的方策】・一定の人口密度と居住利便性の評価が高い地域、住宅団地等の拠点となっ

ている地域における都市機能の維持・誘導  

人口 

動向 

 

交通 

利便性 

 

財政 

健全性 

 

生活 

利便性 

都市機能誘導のねらい 

鉄道駅を中心に、都市機能の役割に応じた特色ある拠点の形成 
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③公共交通ネットワークの方針 

１） 公共交通ネットワークに関する課題 

都市構造の分析、居住利便性の評価等より公共交通ネットワークの課題を以下のとおり整

理します。 

〇基幹的公共交通路線の徒歩圏人口カバー率は高く、公共交通網は発達して

いますが、市街化調整区域や都市計画区域外の地区は、小湊鉄道やバスの

運行本数が減少し、市全体で交通利便性が高いとは言い難い状況です。 

○五井駅、八幡宿駅、姉ケ崎駅の JR駅による鉄道ネットワークが構築され

ているものの、鉄道とバスの交通結節点としてより充実させるためには、

3駅を結ぶ道路ネットワークが必要です。 

〇また、市街化区域内の住宅地においては、今後高齢者が増加することが予

想されるため、拠点を繋ぐバスネットワークの強化と利用促進により自家

用車利用を抑制するとともに、交通利便性を維持する必要があります。 

 

○全国や30万都市と比較して徒歩圏人口カバー率が低く、市街化区域外の

生活サービス機能がカバーされていない地域や、地区内で不足している機

能については、ネットワークを強化することで、市全体の生活利便性の向

上を図る必要があります。 

 

２） 市原市における公共交通ネットワークの方針 

公共交通ネットワークに関する課題を踏まえ、本市における公共交通ネットワークの方針

を定めます。 

 

 

 

方針① 
都市拠点・地域拠点とその他の地区間のネットワーク強化に向け

た総合的な交通体系の構築 

【具体的方策】・都市・地域拠点とその他の地区が、都市機能を補完し合うための多様な交

通手段の確保やネットワークの向上に資する道路整備 

方針② 鉄道駅を中心とした乗継機能の強化 

【具体的方策】・鉄道による交通ネットワークの利用促進に向けた、都市・地域拠点におけ

る鉄道駅の乗継機能の強化 

方針③ バス路線網の再構築による公共交通の利用促進 

【具体的方策】・市内の公共交通の利用促進に向けたバス路線・サービスの見直し 

方針④ 自家用車に頼らない多様な移動手段の検討 

【具体的方策】・都市・地域・生活拠点を核とした多様な移動手段（自転車等）の利用と公

共交通への乗り換え促進 

方針⑤ 公共交通事業者との連携の強化 

【具体的方策】・鉄道・バス等の事業者と連携した一体的な交通サービスの充実  

 

 

 

 

 

 

 

交通 

利便性 

 

生活 

利便性 

公共交通ネットワークのねらい 

拠点間や地域間で機能を補完し合う交通ネットワークの強化 
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④計画推進にあたっての都市機能・居住誘導のストーリー 

居住誘導の方針、都市機能誘導の方針、公共交通ネットワークの方針に基づき、実現すべ

き目標に向けて計画を推進します。特に、居住誘導・都市機能誘導にあたっては、民間事業

者や市民に計画内容および立地適正化計画制度によるメリットと効果を周知しながら、行政

と民間が連携して、長期的な視点で段階的に誘導を進めます。 

 

■都市機能誘導・居住誘導のストーリーと民間事業者・市民のメリット 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

①居住誘導区域への誘導 

②都市機能誘導区域への

誘導 

④居住誘導区域外でのまとま

った開発・建築立地の制限 

③
公
共
交
通
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
の
強
化 

PRE戦略による公的

資産の活用 

民間の生活サービス

施設の立地支援 

歩いて暮らせるまちづくり 

安全な居住地の形成 

 

市原市立地適正化計画 

若者の定住・多様な世代の交流による地域経済の活性化

と安心な暮らしの実現 
・人口の集積、交流によるコミュニティの再生 

・市民の消費活動の拡大 

・生活サービス施設の利便性、生産性の向上 

・安心な暮らしの実現による定住人口の増加 

期待される 

効果 

【立地適正化により実現すべき目標】 

○JR3駅周辺の活性化のため、鉄道駅を中心に

若者・子育て世代をターゲットとして拠点性

を向上させる 

【補完する目標】 

○市民の利便性・安全性を持続可能なものにす

るため、各拠点の周辺に居住を誘導し、高密

度で災害に強い居住地を形成する 

○効果的かつ効率的に生活基盤を維持するた

め、民間と連携した公共資産の複合化・適正

配置や公的資産の活用を図る 

民間事業者のﾒﾘｯﾄ 市民のﾒﾘｯﾄ 

居住人口の維持・集

積による生活サービ

ス施設の利用促進 

生活サービス施設の

立地に対する立地支

援・税制措置 

行政と民間が連携し

た施設の複合化によ

る集客性の向上 

良好な住環境の維持 

地域コミュニティの維持 

居住誘導区域内

の人口密度の維

持による生活利

便性の向上 

鉄道駅周辺への

人口誘導による

賑わいの創出 

既存の住環境を

維持しつつ、拠

点との連携によ

る生活利便性の

維持 
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（１）居住誘導区域について 

 

居住誘導区域は、人口が減少しても一定エリアにおいて人口密度を維持することにより、日

常生活のサービスや公共交通、また地域コミュニティが持続的に確保されるよう居住を誘導す

べき区域として設定するものです。都市再生特別措置法等の法令に定める要件や、都市計画運

用指針に示されている「居住誘導区域を定めることが考えられる区域」を踏まえ、本市の実情

に応じた区域を設定します。 

 

■法令の規定により居住誘導区域を定めることができない区域 

○市街化調整区域（都市再生特別措置法第 81条第 19 項） 

○条例により住居の用に供する建築物の建築が禁止されている災害危険区域（都市再生特別

措置法第 81条第 19 項。市原市内には該当なし。） 

○その他政令（都市再生特別措置法施行令第 30条）で定める区域 

 

■居住誘導区域を定めることが考えられる区域 

・都市機能や居住が集積している都市の中心拠点及び生活拠点並びにその周辺の区域 

・都市の中心拠点及び生活拠点に公共交通により比較的容易にアクセスすることができ、都

市の中心拠点及び生活拠点に立地する都市機能の利用圏として一体的である区域 

・合併前の旧町村の中心部等、都市機能や居住が一定程度集積している区域 

出典：都市計画運用指針 

 

■居住誘導区域の設定イメージ 

 

出典：改正都市再生特別措置法等について（国土交通省資料）  

  

７．居住誘導区域 
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（２）市原市における区域設定の考え方 

本市においては、更級地区における商業集積や沿岸における工業地帯の形成等、これまで特

色ある土地利用展開を行ってきた経緯を踏まえ、居住誘導区域の設定に合わせ地域の特性に応

じた区域を設定します。 

 

■市原市における区域設定の考え方 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

区域 

居
住
区
域 

①居住誘導区域 

将来的な人口集積が想定されており交通利便性が高い、または社会基盤が整っている区域 

・交通利便性、住環境の質の高さを活かし、積極的な居住の誘導 

②一般居住区域 

低層住宅地を主体として、良好な住環境を維持する区域 

・継続して居住ができるように良好な住環境を保全 

③地区計画産業誘導区域 

地区計画で産業施設や近隣住民等のための商業施設などの施設の誘致に特化した区域 

・複合的な商業施設や産業施設が立地した、賑わい・活力ある区域の形成 

④工業振興区域 

産業の高度化・重層化を図る区域 

・操業環境の向上、災害対策の充実に向けた取組 

 

  

①居住誘導区域 ②一般居住区域 

③地区計画産業誘導区域 ④工業振興区域 

市街化区域 

都市機能 

誘導区域 
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（３）居住誘導区域設定の考え方 

居住誘導区域は、市街化区域を対象とします。居住誘導の方針に基づき、方針を実現するため

の具体的方策、設定条件に基づき居住誘導区域を検討します。指定条件及び除外条件をもとに区

域の概形を抽出し、用途地域の土地利用制限の境界や大規模施設の敷地界、道路・河川等の地形・

地物を参考に区域界を設定します。 

 

■居住誘導の方針の区域設定の条件整理 

方針 具体的方策 指定条件 除外条件 

【方針 1.】 

○日常生活に必要な機

能が整った地域への

居住誘導による都市

機能や地域コミュニ

ティの維持 

一定の人口密度

の維持が見込ま

れ、居住利便性が

高い地域への居

住誘導 

指定条件① 

2035年に人口密度

（52.0 人/ha）の維持

が予測される区域 

- 

指定条件③ 

良好な都市基盤の整

備がされている区域 

地区計画産業誘導区域

（地区計画で産業施設

や近隣住民等のための

商業施設などの施設の

誘致に特化した区域） 

【方針 2.】 

○交通利便性が高い地

域への居住誘導によ

る子育て世代の定住

や高齢者等が安心し

て暮らせる地域の実

現 

鉄道駅及びバス

停周辺への居住

誘導 

指定条件② 

a.鉄道駅から 1km 圏

内 

b.バス停（15 本/日以

上）から 500m圏内 

- 

【方針 3.】 

○災害対策等に配慮し

て誘導区域を検討 

工業系用途地域

や災害危険箇所

における安全性

に配慮した居住

誘導 

－ 

除外条件① 

工業振興区域（工業専

用地域及び工業地域並

びに準工業地域の一

部） 

－ 

除外条件② 

災害危険性が高い区域

（災害種類別に除外条

件を設定） 
  

※バス路線については、地域公共交通計画にて居住誘導区域に併せて検討していく。 

  地域公共交通網形成計画で検討する旨を追加することについてご検討ください。） 
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（４）居住誘導区域の設定条件 

 

指定条件、除外条件を以下のとおり整理します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

除外条件 

除外条件に 1 つでも当てはまれば居住誘導区域から除外します。 

・工業系用途地域(条件①)【工業振興区域（ ）】 

・災害危険性が高い区域(条件②)【災害種類別に除外条件を設定】 

居住誘導区域 

将来的な人口集積が想定されており交通利便性も高い地域、または社会基盤が整っている区域 

指定条件に 1 つでも当てはまれば居住誘導区域に指定します。 

・人口集積区域（条件①）かつバスの利用圏域（条件②-b） 

・駅の利用圏域（条件②-a） 

・良好な都市基盤の整備がされている区域(条件③) 

指定条件 
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指定条件①：人口集積 

 

【基本的な考え方】 

 将来的な人口の集積が予測されており、その集積を活かし居住を推進すべき区域を居住誘

導の条件とする。 

 

【考え方の根拠】 

2016 年時点の工業専用地域を除く市街化区域の人口密度（52.0 人/ha）を、居住誘導区域内

において維持する目標人口密度とする。 

 

指定条件①  2035 年に人口密度（52.0 人/ha）の維持が予測される区域 

■2035 年に人口密度（52.0 人/ha）の維持が予測される区域（250m メッシュ）（市街化区域） 

 
 

 

 
 

 

 
  

※「指定条件①」については区域設定の際の参考とし、地形地物等により区域を設定する。 



56 

 

 

指定条件②：交通利便性 

 

【基本的な考え方】 

 都市の中心拠点及び生活拠点に公共交通により比較的容易にアクセスすることができる区

域を居住誘導の条件とする。 

 

【考え方の根拠】 

 バス停については、最低 1本/時間のサービス水準を満たすものを抽出する。 

このサービス水準は、6時～21 時の運行と仮定すると 15 本/日となる。 

 

 

指定条件②-b  バス停（15本/日以上）から 500m圏内 

 

■バス停（15本/日）から 500ｍ圏内（市街化区域） 
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指定条件②：交通利便性 

 

【基本的な考え方】 

 都市の中心拠点及び生活拠点に公共交通により比較的容易にアクセスすることができる区

域を居住誘導の条件とする。 

 

指定条件②-a  鉄道駅から 1km圏内。 

 

■鉄道駅から 1ｋｍ圏内（市街化区域） 

 

 

 

 

 

 

  



58 

 

指定条件③：生活基盤の整備 

 

【基本的な考え方】 

 良好な住環境の形成に向け、計画的な市街地形成を行っている区域を居住誘導の条件とす

る。 

 

指定条件③ 

 良好な都市基盤の整備がされている区域 

 ただし地区計画産業誘導区域（地区計画で産業施設や近隣住民等の

ための商業施設などの施設の誘致に特化した区域）については除外 

 

■指定条件③：良好な都市基盤の整備がされている区域 
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除外条件①：工業系用途地域 

 

【基本的な考え方】 

 工業の業務利便性を図るべき区域については、居住誘導を抑制する。 

 

【考え方の根拠】 

５）次に掲げる区域を居住誘導区域に含めることについては慎重に判断を行うこと 

が望ましい。 

ア 法第 8条第 1項第 1号に規定する用途地域のうち工業専用地域、同項第 13 号に規定す

る流通業務地区等、法令により住宅の建築が制限されている区域 

（「第 11 版都市計画運用指針」より抜粋） 

 

除外条件① 

【工業振興区域】 
 工業振興区域(工業専用地域及び工業地域並びに準工業地域の一部※)  

■工業系用途地域・特別工業地区等の分布状況【工業振興区域】 

  

※準工業地域の内、一般住宅の立地が特に少ない区域。土

地利用現況調査結果を基に区域を設定。 
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除外条件②：災害危険性が高い区域 

 

【基本的な考え方】 

 災害危険性のある区域については、居住誘導を抑制する。 

 

【考え方の根拠】 

２）都市再生法第 81 条第 19 項、同法施行令第 30 条により、次に掲げる区域については居住誘導
区域に含まないこととされていることに留意すべきである。なお、これらの区域を居住誘導区
域から除外する場合の立地適正化計画の変更は、軽微な変更として扱うこととしている。 

ア 法第 7条第 1項に規定する市街化調整区域 
イ 建築基準法（昭和 25 年法律第 201 号）第 39 条第 1 項に規定する災害危険区域のうち、同条第

2 項の規定に基づく条例により住居の用に供する建築物の建築が禁止されている区域 
ウ 農業振興地域の整備に関する法律（昭和 44 年法律第 58 号）第 8条第 2項第 1号に規定する農

用地区域又は農地法（昭和 27 年法律第 229 号）第 5条第 2項第１号ロに掲げる農地（同法第
43 条第 1 項の規定により農作物の栽培を耕作に該当するものとみなして適用する同号ロに掲げ
る農地を含む。）若しくは採草放牧地の区域 

エ 自然公園法（昭和 32 年法律第 161 号）第 20 条第１項に規定する特別地域、森林法（昭和 26 年
法律第 249 号）第２５条若しくは第 25 条の 2 の規定により指定された保安林の区域、自然環境
保全法（昭和 47 年法律第 85 号）第 14 条第 1項に規定する原生自然環境保全地域若しくは同法
第 25 条第 1 項に規定する特別地区又は森林法第 30 条若しくは第 30 条の 2の規定により告示さ
れた保安林予定森林の区域、同法第 41 条の規定により指定された保安施設地区若しくは同法第
４４条において準用する同法第 30 条の規定により告示された保安施設地区に予定された地区 

オ 地すべり等防止法（昭和 33 年法律第 30 号）第 3条第 1項に規定する地すべり防止区域（同法
第 2条第 4項に規定する地すべり防止工事の施行その他の同条第１項に規定する地すべりを防
止するための措置が講じられている土地の区域を除く。） 

カ 急傾斜地の崩壊による災害の防止に関する法律（昭和 44 年法律第 57 号）第 3 条第 1項に規定
する急傾斜地崩壊危険区域（同法第 2条第 3項に規定する急傾斜地崩壊防止工事の施行その他
の同条第１項に規定する急傾斜地の崩壊を防止するための措置が講じられている土地の区域を
除く。） 

キ 土砂災害特別警戒区域 
ク 特定都市河川浸水被害対策法（平成 15 年法律第 77 号）第 56 条第 1項に規定する浸水被害防止

区域 
３）次に掲げる区域については、原則として、居住誘導区域に含まないこととすべきである。 
ア 津波災害特別警戒区域 
イ 災害危険区域（２）イに掲げる区域を除く。） 
４）次に掲げる区域については、それぞれの区域の災害リスク、警戒避難体制の整備状況、災害を

防止し、又は軽減するための施設の整備状況や整備見込み等を総合的に勘案し、居住を誘導す
ることが適当ではないと判断される場合は、原則として、居住誘導区域に含まないこととすべ
きである。 

ア 土砂災害警戒区域等における土砂災害防止対策の推進に関する法律第 7 条第 1 項に規定する土
砂災害警戒区域 

イ 津波防災地域づくりに関する法律第 53 条第 1項に規定する津波災害警戒区域 
ウ 水防法（昭和 24 年法律第 193 号）第 15 条第 1項 4 号に規定する浸水想定区域 
エ 土砂災害警戒区域等における土砂災害防止対策の推進に関する法律第 4 条第 1 項に規定する基

礎調査、津波防災地域づくりに関する法律第 8条第 1項に規定する津波浸水想定における浸水
の区域、特定都市河川浸水被害対策法第 4 条第 4 項に規定する都市浸水想定における都市浸水
が想定される区域及びその他の調査結果等により判明した災害の発生のおそれのある区域 
上記の判断に当たっては、人口・住宅の分布、避難路・避難場所や病院等の生活支援施設の配置

などの現状及び将来の見通しと、想定される災害のハザード情報を重ね合わせるなどの災害リスク
分析を適切に行うことが必要である。浸水想定区域については、浸水深が深く浸水継続時間が長期
に及ぶ地区や、氾濫により家屋倒壊等のおそれがある地区など特にリスクが大きな地区が存在しう
ることに留意すべきである。 

（「第 11 版都市計画運用指針（令和 3年 11 月一部改定）」より抜粋） 

 



61 

 

【都市計画運用指針や災害リスク分析を踏まえた居住誘導区域の指定の考え方】 

① 土砂災害 

主に降雨が誘因となり発生する土砂災害は、近年の豪雨の増加、台風の甚大化などにより発

生件数が増加しており、令和元年の土砂災害発生件数は集計を開始した昭和 57 年以降４番目

に多い件数を記録しています。千葉県においては、令和元年 10月 25日の大雨により、県内

で 156 件の土砂災害が発生し、そのリスクが顕在化したところです。 

千葉県では、こうした経緯から、土砂災害警戒区域及び土砂災害特別警戒区域を新たに指定

する取組が進められるなど、土砂災害に対する対策を強化しています。安全なまちづくりの上

では、こうした動きを踏まえた居住誘導区域とすべきであると考えられることから、法令で除

外が義務付けられている土砂災害特別警戒区域及び急傾斜地崩壊危険区域に加えて、土砂災害

警戒区域についても居住誘導区域から除外します。 
 

② 洪水 

洪水も土砂災害と同様に降雨が誘因となり発生するため、発生件数や被害は全国的に頻発

化・甚大化しています。 

洪水発生による人命へのリスクの観点からは、想定浸水深と建物の高さ(階数)との関係が居

住誘導区域設定の視点となります。想定浸水深３ｍ以上では、建物の１階部分が水没すると想

定され、５ｍ以上では、建物の２階部分も概ね水没する想定となるため、こうした区域におい

ては洪水発生時に住宅の上階に避難する垂直避難において一定のリスクが存在します。また、

洪水による氾濫流や、氾濫流による河岸浸食により、家屋の倒壊のおそれがある「家屋倒壊等

氾濫想定区域」については、木造２階建ての建物の倒壊リスクが高いことから、より慎重な対

応が求められます。 

一方で、市原市の洪水避難に関しては、防災マップにおいて、風雨が激しくなる前(浸水前)

の避難を推奨しており、こうした避難を円滑に行うことにより、人命へのリスクを抑えること

ができます。以上から、浸水想定区域については想定浸水深３ｍ以上の現状の土地利用を勘案

したうえで居住誘導区域からの除外は行わず、円滑な避難を確実に実現するための防災対策を

防災指針に位置づけます。また、家屋倒壊等氾濫想定区域については居住誘導区域から除外し

ます。 
 

③ 高潮 

高潮災害(想定最大規模)は、市街化区域における想定浸水深が３ｍ以上の区域が約 91.3ha

存在しているものの、５ｍ以上の区域はほぼありません。また、浸水継続時間については７日

以上の区域が約 1,400ha と大規模に広がっていますが、高潮避難については洪水避難同様に

浸水前の避難を推奨していることから、洪水と同様に避難が円滑に行われれば、人命へのリス

クを抑えることができます。以上から、居住誘導区域からの除外は行わず、円滑な避難を確実

に実現するための防災対策を防災指針に位置づけます。 
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④ 津波 

市原市津波避難計画(平成 29 年 3 月修正)では「本市沿岸には、高潮対策としての防潮堤

(T.P.+2.8～3.9m)が整備されており、『津波浸水予測図』においても防潮水門の閉鎖により基

本的には、陸部への浸水はない。」と記されているなど、市原市における津波災害リスクは比較

的低い状況にあります。 

今回の防災リスク分析においては、万が一津波到達時刻までに防潮水門の閉鎖が間に合わな

い場合を想定した浸水想定を用いていますが、その場合においても、想定浸水深(152.4ha)の

約 95%(145.2ha)は１ｍ未満です。 

以上から、居住誘導区域からの除外は行わず、円滑な避難を確実に実現するための防災対策

を防災指針に位置づけます。 
 

⑤ 内水 

内水浸水については、これまで一部の区域で発生している状況でありますが、人命へのリス

クは洪水と比較して小さいと判断できます。そのため避難対策を講じながら、居住誘導区域か

らの除外は行わないこととします。 
 

⑥ 大規模盛土造成地 

大規模盛土造成地については、安全性の確認や災害対策を講じながら、居住誘導区域からの

除外は行わないこととします。 

 

 

除外条件② 
 土砂災害警戒区域、土砂災害特別警戒区域、急傾斜地崩壊危険区域 

 家屋倒壊等氾濫想定区域 
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■土砂災害特別警戒区域・土砂災害警戒区域、急傾斜地崩壊危険区域の分布状況 
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■家屋倒壊等氾濫想定区域の分布状況 
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（５）居住誘導区域の設定 

 

市原市における区域設定 
 

 前ページまでの条件を踏まえ、居住誘導区域をはじめとする各区域について、以下のよう

に設定します。 

 2010 年時点の居住誘導区域内人口密度 52.48 人/ha に対し、2035年時点の人口密

度は 48.95人/ha と予測されています。 

 2035 年に居住誘導区域内人口密度 52.0 人/haを達成するためには、居住誘導区域の

区域外から区域内へ、約10,000 人の誘導を図る必要があります。 

 

■区域 

      

■区域面積 

市街化区域面積(A) 6,131ha 

居住誘導区域面積(B) 3,245ha 

面積割合(B/A) 52.93% 

 

※以下の区域は居住誘導区域

から除外する。 

・土砂災害警戒区域 

・土砂災害特別警戒区域 

・急傾斜地崩壊危険区域 

・家屋倒壊等氾濫想定区域 

■居住誘導区域内人口密度（趨勢による推計） 

2010 年 2035 年 

52.48 人/ha 48.95 人/ha 
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（６）居住誘導区域に住宅等の立地を誘導するために講ずる施策 

 

居住誘導区域は長期的な視点で緩やかに居住を誘導するものです。居住誘導の方針に基づき、

３つの視点で施策・事業を展開し、住宅等の立地誘導、居住のための基盤整備、災害対策等に

よる安全な居住環境の形成を図ります。 
 

施策１ 日常生活に必要な機能が整った地域への居住誘導 

居住誘導区域内においては、日常生活に必要な機能の維持と施設利用の利便性向上に向けて、

計画的に居住誘導を図ります。 
 

【主な施策・事業】・都市機能誘導区域の設定 
・居住誘導区域外の建築等の届出制度の運用（詳細は次ページ） 
・用途地域（建蔽率・容積率）の見直し 
・都市計画法に基づく開発行為等の基準に関する条例の見直し 
・市営住宅長寿命化事業 
・市営住宅借上事業 
・遊休公有財産の活用 
・企業社宅の居住誘導区域への立地に対する補助 
・住宅の取得に係る補助の中古住宅取得の場合や居住誘導区域内における加算措置 
・公共下水道の計画的な整備や合併処理浄化槽の普及促進 
・上水道や道路（橋梁）などのライフラインの整備 
・都市公園の整備及び長寿命化対策事業等の推進 

 

施策２ 子育て世代の定住や高齢者等が安心して暮らせる地域の実現 

居住誘導区域内においては、空き家等を活用しながら居住誘導を図るとともに、都市インフラ

の維持更新を着実に進めることにより、誰もが安心して快適に暮らせる住環境の形成を図ります。 

また、少子高齢化が顕著な郊外住宅団地においては、地域住民と連携して地域特性に応じた活

性化対策を進めます。 
 

【主な施策・事業】・住宅の取得に係る補助の中古住宅取得の場合や居住誘導区域内における加算措置 

・空き家等対策事業 

・歩行者・自転車空間の充実 

・緑化重点地区における緑化の推進 

・住民主体のまちづくりの伴走支援 
 

施策３ 災害対策等に配慮した居住環境の形成 

地震や風水害（土砂・洪水など）の多様な自然災害に対して、関係機関と連携しながら災害

対策を推進するとともに、ハード面だけではなく、地域における防災活動の推進により自然災

害の軽減を図ります。 

浸水の著しい地区から優先的に雨水浸水対策に取り組み、安全で安心できる居住環境の形成

を図ります。 
 

【主な施策・事業】・急傾斜地対策の推進 

・公共建築物等の防災性の向上（耐震化の推進など） 

・防災拠点の強化 

・雨水浸水対策（河川、雨水幹線、排水路の整備） 

・修復型のまちづくりによる防災性向上  
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※居住誘導区域外の建築等の届出について 

居住誘導区域内に居住を誘導するとともに、居住誘導区域外におけるまとまった住宅建設の

動向を把握し、良好な住環境の維持を図るため、都市再生特別措置法 第 88 条第 1 項の規定

に基づき、居住誘導区域外での一定規模以上の開発行為・建築等行為に係る届出制度を運用し

ます。市長は、届出をした者に対して、開発規模の縮小や居住誘導区域への立地を促すなど、

必要な勧告をすることができます（都市再生特別措置法 第 88 条第 3 項）。 

 

■届出の対象となる行為（都市再生特別措置法 第 88条第 1項） 

○居住誘導区域外の区域で、以下の行為を行おうとする場合には、原則として市長への届出が

義務付けられる。 

開発行為 建築等行為 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：改正都市再生特別措置法等についての説明資料（国土交通省） 

 

 

■届出の時期（都市再生特別措置法 第 88条第 1項） 

・開発行為等に着手する 30 日前までに届出を行う 
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（１）都市機能誘導区域について 

 

①都市機能誘導区域とは 

立地適正化計画は、「居住誘導区域」と「都市機能誘導区域」の双方を定めるとともに、原則

として居住誘導区域内に都市機能誘導区域を定めることとなっています。 

都市機能誘導区域は、医療・福祉・商業等の都市機能を都市の中心拠点や生活拠点に誘導し

集約することにより、これらの各種サービスの効率的な提供を図る区域として設定するもので

す。国においては、「誘導区域に望ましい姿」として以下のように示しており、これらの考え方

に基づき、本市の実情に応じた区域を設定します。 

 

誘導区域に望ましい姿 

〇各拠点地区の中心となる駅、バス停留所や公共施設から徒歩、自転車で容易に回遊する

ことが可能で、かつ、公共交通施設、都市機能施設、公共施設の配置、土地利用の実態等

に照らし、地域としての一体性を有している区域 

出典：立地適正化計画作成の手引き 

 

■都市機能誘導区域の設定イメージ 

 

出典：改正都市再生特別措置法等について（国土交通省資料）  

 

  

８．都市機能誘導区域 
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②誘導施設とは 

誘導施設とは、都市機能誘導区域ごとに、立地を誘導すべき都市機能増進施設です。都市機

能誘導区域ごとに、拠点の特性と実情に応じて、居住者の共同の福祉や利便性の向上を図るた

めに必要な施設を、人口構成や施設の充足など、区域や都市全体の状況を勘案し定めます。想

定される誘導施設は以下のようなものがあげられます。 

 

■想定される誘導施設 

・病院・診療所等の医療施設、老人デイサービスセンター等の社会福祉施設、小規模多機能

型居宅介護事業所、地域包括支援センターその他の高齢化の中で必要性の高まる施設 

・子育て世代にとって居住場所を決める際の重要な要素となる幼稚園や保育所等の子育て支

援施設、小学校等の教育施設 

・集客力があり、まちの賑わいを生み出す図書館、博物館等の文化施設や、スーパーマーケ

ット等の商業施設 

・行政サービスの窓口機能を有する市役所支所等の行政施設 など 

出典：都市計画運用指針 
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（２）各拠点のまちづくりの方向性 

「まちづくりの方針」に示された各拠点の役割を踏まえ、都市機能誘導区域のそれぞれの位

置とまちづくりの方向性を示します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 
・五井駅を中心に市の玄関口であ

り、市の中心的な拠点として、広

域的な市民や来訪者の多様な交

流拠点の形成を目指す。 

 
・市原市役所を中心に多様な行

政・文化機能が集積しているこ

とから、市民の生活の拠点とし

ての維持・発展を目指す。 

 
・八幡宿駅を中心に交通利便性を

活かした多様な世代の生活の拠

点として、既存の都市機能の維

持と更なる機能誘導を目指す。 

◆市の玄関口となる五井駅周辺

の賑わいと市全体の魅力の向

上に向けた拠点づくり 

 

◆市の行政サービス・文化

交流が集積した生活利便

性が高い拠点づくり 

 

◆広域的なアクセス性を活

かし定住・交流につなが

る拠点づくり 

 

五井駅周辺 

・ 

市役所周辺 

・ 

八幡宿駅周辺 

・ 

 
・ちはら台駅を中心に人口増加を見

越した都市機能の誘導を図ると

ともに、積極的に居住誘導を図

る。 

ちはら台駅周辺 

・ 

◆子どもから高齢者まで多様

な世代で賑わう拠点づくり 

 

 
・姉ケ崎駅を中心に交通利便性を

活かした多様な世代の生活の拠

点として、既存の都市機能の維

持と更なる機能誘導を目指す。 

姉ケ崎駅周辺 

・ 

◆子育て世代の定住と高齢

者にやさしい拠点づくり 

 

 
・上総牛久駅を中心に市南部の拠点

として、既存の都市機能の維持誘

導を図り、人口減少下においても

地域コミュニティを維持する。 

上総牛久駅周辺 

・ 

◆地域コミュニティを維持し

住み続けられる南部の拠点

づくり 

 
・辰巳台、うるいど南は、地域住民

の生活の拠点として、日常生活に

必要な機能の維持・誘導を図る。 

辰巳台・うるいど南 

◆地域住民が安心して住み続け

られる拠点づくり 

 

◆ゆとりある住宅地としての今

後の発展を見越した活力ある

拠点づくり 
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五井駅周辺 

 

１）現状と課題 

五井駅周辺が位置する五井地区の人口は、総人口の

30.5％を占めていますが、将来は微減傾向に推移し、人口

密度が低下する傾向にあります。年少人口・生産年齢人口は

減少し、老年人口は微増することが予想されます。 

一方、五井駅周辺に限って見ると、今後も人口が増加する

ことが見込まれます。 

生活サービス施設利用圏の平均人口密度や徒歩圏充足率

は、市平均より高く日常生活の利便性は高い地域となって

います。特に、商業施設、医療施設については概ね徒歩圏で

カバーされています。 

五井駅を中心に東西を結ぶ JR と南部にアクセスする小

湊鉄道、さらには本市と首都圏を繋ぐ高速バスの交通結節

点となっており、公共交通沿線地域の人口密度は、市平均よ

り高く交通利便性も高くなっています。 

五井駅周辺の商店街は、若者や女性が行きたくなる店が

少なく、イベント等による一過性の賑わいはありますが、持

続的な盛り上がり・賑わいにつながっていない状況です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

上記の現状を踏まえ、五井駅周辺においては、市の玄関口として多様な市民・来訪者が交流し、

市全体の活力につながるまちづくりが求められ、特に以下の３点を課題として整理します。 

①市の玄関口として、市全域からの利用と市全体の活力につながる拠点づくりが必要 

②五井駅周辺の魅力を高め、若者等が来訪し賑わいあふれる拠点づくりが必要 

③少子高齢化に対応し、高齢者・子育て世代等が持続的に定住できるまちづくりが必要 
  

五井地区内の各施設の人口カバー率 

機能 五井地区 30 万都市 市平均 

商業施設 71.6％ 65％ 54.9％ 

医療施設 84.2％ 76％ 71.8％ 

福祉施設 89.2％ 73％ 73.1％ 

公共施設 40.9％ － 35.1% 

 

五井地区内の各施設の徒歩圏人口密度 

機能 五井地区 30 万都市 市平均 

商業施設 43.4 人/ha 24.0 人/ha 31.1 人/ha 

医療施設 38.8 人/ha 20.0 人/ha 27.2 人/ha 

福祉施設 31.2 人/ha 19.0 人/ha 19.4 人/ha 

※五井地区の値は、2010 年の値 

※30 万都市は「都市構造の評価に関するハンドブック」に

よる 

※人口カバー率は各施設から 800m 圏の範囲で算出 
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２）まちづくりの方向性 

現状と課題から、五井駅周辺におけるまちづくりの方向性を『市の玄関口となる五井駅周辺の

賑わいと市全体の魅力の向上に向けた拠点づくり』として、その実現に向けたターゲットと誘導

すべき機能を設定します。 

 

■五井駅周辺におけるまちづくりのストーリー 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

タ
ー
ゲ
ッ
ト
と
維
持
・
誘
導
の
方
針 

 

○多様な市民の交流に

より魅力を向上する

ための官民の大規模

施設の誘導 

 

 

○五井駅周辺を若者等

が行き交い、市の玄関

口として賑わいを創

出するための機能誘

導 

 

 

○高齢者・子育て世代の

定住モデルとなる都

市機能の維持・誘導に

よる生活利便性の確

保 

 

全市民 若 者 高齢者・子育て世代 

維
持
・
誘
導
す
べ
き
機
能
（
施
設
） 

・商業機能(大規模な商

業集積※) 

・医療機能（病院・診療

所※） 

・公共機能（多くの市民

が利用する公共施設

※） 

 

 

 

・商業機能(大規模な商

業集積※) 

教育文化機能（小学

校・中学校※、専修学

校等、中央図書館） 

・子育て機能（全市的な

子育て世帯の交流施

設、子育てネウボラセ

ンター、） 

・福祉機能（福祉拠点施

設、保健センター、地

域包括支援センター

※、地域活動支援セン

ター※） 

・行政・公共機能（支所・

公民館等※） 

【五井駅周辺のまちづくりの方向性】 

市の玄関口となる五井駅周辺の賑わいと市全体の魅力の向上に向けた拠点づくり 

※＝五井駅から 800m 圏内に現に立地している施設 

 

課題① 

○市の玄関口として、市

全域からの利用と市

全体の活力につなが

る拠点づくりが必要 

 

課題② 

○五井駅周辺の魅力を

高め、若者等が来訪し

賑わいあふれる拠点

づくりが必要 

 

課題③ 

○少子高齢化に対応し、

高齢者・子育て世代等

が持続的に定住でき

るまちづくりが必要 
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市役所周辺 

 

１）現状と課題 

市役所周辺が位置する五井地区の人口は、総人口の

30.5％を占めていますが将来は微減傾向に推移し、人口密

度が低下する傾向にあります。年少人口・生産年齢人口は減

少し、老年人口は微増することが予想されます。 

生活サービス施設利用圏の平均人口密度や徒歩圏充足率

は、市平均より高く日常生活の利便性は高い地域となって

います。特に、商業施設、医療施設、福祉施設については概

ね徒歩圏でカバーされています。 

市役所・市民会館から五井駅東口を結ぶバス路線ととも

に、新宿への高速バスの乗降場所となっており、バスネット

ワークの交通結節点となっています。 

市役所周辺は、公共機能をはじめ生活に必要な多様な機

能が充実しており、徒歩圏内においても子育て、高齢者など

多様な世代の居住や都市機能の誘導が期待できます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

上記の現状を踏まえ、市役所周辺においては、市役所・市民会館を中心に多様な機能集積を活

かしたまちづくりが求められ、特に以下の３点を課題として整理します。 

①行政・文化の拠点として、多様な市民が交流できる拠点づくりが必要 

②多様な施設が集積した住宅地として、誰もが暮らしやすい拠点づくりが必要 

③地域の高齢化に対応したまちづくりが必要 

  

五井地区内の各施設の人口カバー率 

機能 五井地区 30 万都市 市平均 

商業施設 71.6％ 65％ 54.9％ 

医療施設 84.2％ 76％ 71.8％ 

福祉施設 89.2％ 73％ 73.1％ 

公共施設 40.9％ － 35.1% 

 

五井地区内の各施設の徒歩圏人口密度 

機能 五井地区 30 万都市 市平均 

商業施設 43.4 人/ha 24.0 人/ha 31.1 人/ha 

医療施設 38.8 人/ha 20.0 人/ha 27.2 人/ha 

福祉施設 31.2 人/ha 19.0 人/ha 19.4 人/ha 

※五井地区の値は、2010 年の値 

※30 万都市は「都市構造の評価に関するハンドブック」による 

※人口カバー率は各施設から 800m 圏の範囲で算出 
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２）まちづくりの方向性 

現状と課題から、市役所周辺におけるまちづくりの方向性を『市の行政サービス・文化交流が

集積した生活利便性が高い拠点づくり』として、その実現に向けたターゲットと誘導すべき機能

を設定します。 

 

■市役所周辺におけるまちづくりのストーリー 
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と
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誘
導
の
方
針 

 

○多様な市民への行政

サービスの享受と文

化・交流のための公共

施設の維持・誘導 

 

 

○市役所周辺の住宅地

のファミリー層が生

活しやすい子育て・教

育機能の維持・誘導 

 

 

○高齢者が安心して住

み続けられる機能の

維持・誘導 

 

全市民 子育て世代 高齢者 

課題① 

○行政・文化の拠点とし

て、多様な市民が交流

できる拠点づくりが

必要 

 

課題② 

○多様な施設が集積し

た住宅地として、誰も

が暮らしやすい拠点

づくりが必要 

 

課題③ 

○地域の高齢化に対応

したまちづくりが必

要 

 

【市役所周辺のまちづくりの方向性】 

市の行政サービス・文化交流が集積した生活利便性が高い拠点づくり 

維
持
・
誘
導
す
べ
き
機
能
（
施
設
） 

・行政・公共機能（市役

所、市民会館など多く

の市民が利用する公

共施設※） 

 

 

・子育て機能（保育所、

認定こども園等※） 

教育文化機能 小学校・

中学校※） 

 

 

・商業機能（一定規模の

商業集積※） 

・福祉機能（福祉拠点施

設※、地域包括支援セ

ンター） 

・医療機能（診療所※） 

・公共機能（公民館※） 

※＝市原市役所から 800m 圏内に現に立地している施設 
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八幡宿駅周辺 

 

１）現状と課題 

八幡宿駅が位置する市原地区の人口は、総人口の 19.0％

を占めていますが今後は人口減少とともに、人口密度が低

下する傾向にあります。老年人口はほぼ横ばいで推移し、年

少人口・生産年齢人口は減少することが予想されます。 

生活サービス施設利用圏の人口カバー率・平均人口密度

は、市平均とほぼ同様であり日常生活の利便性は確保され

ています。しかし、商業施設、医療施設ともに僅かに徒歩圏

カバー率が満たされておらず、地域によっては公共交通ネ

ットワークによる連携が求められます。八幡宿駅を中心と

した徒歩圏域には多様な機能が充実しています。 

八幡宿駅を中心に東西を結ぶ JR と、臨海部の工業地や

辰巳台、ちはら台などの住宅地へのバスネットワークの交

通結節点となっています。 

八幡宿駅周辺の商店街は、以前の賑わいが縮小してきて

おり、ビジネスで利用できる店、休日に利用できる店が少な

い状況です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

上記の現状を踏まえ、八幡宿駅周辺においては、八幡宿駅周辺の土地区画整理事業等による住

環境の整備や、東京・千葉などへの広域アクセスの利便性を活かしたまちづくりが求められ、特

に以下の３点を課題として整理します。 

①八幡宿駅を拠点とした交通利便性を活かした拠点づくりが必要 

②交通ネットワークの拠点と多様な機能集積を活かしたまちづくりが必要 

③地域の高齢化に対応したまちづくりが必要 
  

市原地区内の各施設の人口カバー率 

機能 市原地区 30 万都市 市平均 

商業施設 61.5％ 65％ 54.9％ 

医療施設 75.9％ 76％ 71.8％ 

福祉施設 79.4％ 73％ 73.1％ 

公共施設 36.8％ － 35.1% 

市原地区内の各施設の徒歩圏人口密度 

機能 市原地区 30 万都市 市平均 

商業施設 31.4 人/ha 24.0 人/ha 31.1 人/ha 

医療施設 28.7 人/ha 20.0 人/ha 27.2 人/ha 

福祉施設 24.8 人/ha 19.0 人/ha 19.4 人/ha 

※市原地区の値は、2010 年の値 

※30 万都市は「都市構造の評価に関するハンドブック」に

よる 

※人口カバー率は各施設から 800m 圏の範囲で算出 

 

 

5,603 5,100 4,602 4,177 3,795

31,537 29,265 27,604 25,625 23,274

15,512
16,175 15,789 15,413

15,314

52,652 50,541
47,996

45,215
42,38319.7 18.9 18.0 16.9
15.9

0.0

5.0

10.0

15.0

20.0

25.0

0

10,000

20,000

30,000

40,000

50,000

60,000

2015年 2020年 2025年 2030年 2035年

市原地区3階級人口推移

0～14歳 15～64歳

65歳以上 人口密度（人/ha）

（人）



76 

 

 

２）まちづくりの方向性 

現状と課題から、八幡宿駅周辺におけるまちづくりの方向性を『広域的なアクセス性を活かし

定住・交流につながる拠点づくり』として、その実現に向けたターゲットと誘導すべき機能を設

定します。 

 

■八幡宿駅周辺におけるまちづくりのストーリー 
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と
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方
針 

 

○千葉・東京方面に通勤

する子育て世代、通学

する若者が生活し交

流できる生活利便施

設の維持・誘導 

 

 

○市原地区の地域住民

を対象とした地域の

コミュニティ機能、交

通結節機能の維持・誘

導 

 

 

○八幡宿駅を中心に高

齢者が歩いて、安心し

て生活できる医療・福

祉機能の誘導 

 

子育て世代・若者 周辺の地域住民 高齢者 

課題① 

○八幡宿駅を拠点とし

た交通利便性を活か

した拠点づくりが必

要 

 

課題② 

○交通ネットワークの

拠点と多様な機能集

積を活かしたまちづ

くりが必要 

 

課題③ 

○地域の高齢化に対応

したまちづくりが必

要 

 

【八幡宿駅周辺のまちづくりの方向性】 

広域的なアクセス性を活かし定住・交流につながる拠点づくり 

維
持
・
誘
導
す
べ
き
機
能
（
施
設
） 

・商業機能（一定規模の

商業集積※） 

・子育て機能（保育所、

認定こども園等※） 

教育文化機能 小学校・

中学校※） 

 

 

・商業機能（一定規模の

商業集積※） 

・行政・公共機能（支所・

公民館等※） 

 

 

・医療機能（病院・診療

所※） 

・福祉機能（福祉拠点施

設、地域包括支援セン

ター） 

※＝八幡宿駅から 800m圏内に現に立地している施設 
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姉ケ崎駅周辺 

 

１）現状と課題 

姉ケ崎駅周辺が位置する姉崎地区の人口は、総人口の

11.0％を占めていますが今後は人口減少とともに、人口密

度が低下する傾向にあります。老年人口はほぼ横ばいで推

移し、年少人口・生産年齢人口は減少することが予想されま

す。 

生活サービス施設利用圏の人口カバー率・平均人口密度

は、市平均とほぼ同様であり日常生活の利便性は確保され

ています。特に、医療施設、福祉施設については概ね徒歩圏

でカバーされています。姉ケ崎駅周辺には、医療・福祉機能

が充実しており、子育て機能は住宅地や市街化調整区域に

点在しています。 

姉ケ崎駅を中心に東西を結ぶ JR と、有秋台団地や泉台

などの住宅地へのバスネットワークの交通結節点となって

います。 

姉ケ崎駅周辺の商店街は、個性ある店舗が少なく、また、

休日に営業している店が周知できておらず、若者や子育て

世代の利用が少ない状況です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

上記の現状を踏まえ、姉ケ崎駅周辺においては、JR３駅の中で最も人口減少が著しく、特に少

子高齢化に対応したまちづくりが求められ、以下の３点を課題として整理します。 

①人口減少、特に年少人口の減少に対応したまちづくりが必要 

②交通ネットワークの拠点と多様な機能集積を活かしたまちづくりが必要 

③周辺の住宅団地や地域の高齢化に対応したまちづくりが必要 
  

姉崎地区内の各施設の人口カバー率 

機能 姉崎地区 30 万都市 市平均 

商業施設 61.2％ 65％ 54.9％ 

医療施設 87.4％ 76％ 71.8％ 

福祉施設 84.4％ 73％ 73.1％ 

公共施設 46.9％ － 35.1% 

姉崎地区内の各施設の徒歩圏人口密度 

機能 姉崎地区 30 万都市 市平均 

商業施設 32.6 人/ha 24.0 人/ha 31.1 人/ha 

医療施設 27.8 人/ha 20.0 人/ha 27.2 人/ha 

福祉施設 22.3 人/ha 19.0 人/ha 19.4 人/ha 

※姉崎地区の値は、2010 年の値 

※30 万都市は「都市構造の評価に関するハンドブック」に

よる 

※人口カバー率は各施設から 800m 圏の範囲で算出 
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２）まちづくりの方向性 

現状と課題から、姉ケ崎駅周辺におけるまちづくりの方向性を『子育て世代の定住と高齢者に

やさしい拠点づくり』として、その実現に向けたターゲットと誘導すべき機能を設定します。 

 

■姉ケ崎駅周辺におけるまちづくりのストーリー 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

課題① 

○人口減少、特に年少人

口の減少に対応した

まちづくりが必要 

 

課題② 

○交通ネットワークの

拠点と多様な機能集

積を活かしたまちづ

くりが必要 

 

課題③ 

○周辺の住宅団地や地

域の高齢化に対応し

たまちづくりが必要 

 

タ
ー
ゲ
ッ
ト
と
維
持
・
誘
導
の
方
針 

 

○地域で減少している

子育て世代の定住に

つながる生活利便施

設の維持・誘導 

 

 

○姉崎地区の地域住民

を対象とした地域の

コミュニティ機能、交

通結節機能の維持・誘

導 

 

 

○姉崎地区や周辺の住

宅団地で増加する高

齢者が安心して暮ら

すための生活機能の

維持・誘導 

 

子育て世代 周辺の地域住民 高齢者 

維
持
・
誘
導
す
べ
き
機
能
（
施
設
） 

・商業機能（一定規模の

商業集積※） 

・子育て機能（保育所、

認定こども園等） 

・教育文化機能（小学

校・中学校※） 

 

 

・商業機能（一定規模の

商業集積※） 

・行政・公共機能（支所・

公民館等） 

 

 

・医療機能（病院・診療

所※） 

・福祉機能（福祉拠点施

設） 

 

【姉ケ崎駅周辺のまちづくりの方向性】 

子育て世代の定住と高齢者にやさしい拠点づくり 

※＝姉ケ崎駅から 800m圏内に現に立地している施設 
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ちはら台駅周辺 

 

１）現状と課題 

ちはら台駅周辺が位置するちはら台地区の人口は、総人

口の 7.6％となっており、今後も人口増加に伴い、集積、成

長する傾向にあります。年少人口は減少しますが、生産年齢

人口、老年人口は増加傾向に推移することが予想されます。 

生活サービス施設利用圏の平均人口密度は市平均より高

く、特に医療施設、福祉施設周辺の人口密度が高くなってい

ます。また、医療施設は人口の 76％以上が徒歩圏でカバー

されています。地区内には、多様な生活サービス施設が集積

しており、歩いて暮らせる住宅地が形成されています。 

京成ちはら台駅により、千葉市方面へのネットワークは

形成されており、地区内は、バスネットワークにより、市原

地区との公共交通ネットワークは形成されていますが、利

用者の減少が課題となっています。 

住宅団地内には商業施設や医療施設、福祉施設などの多

様な機能が集積していますが、ちはら台駅周辺は都市機能

の立地が少なく、今後の誘導・立地が期待できます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

上記の現状を踏まえ、ちはら台駅周辺においては、住宅団地内の多様な機能と千葉市方面への

アクセス利便性を活かし、人口増加に対応したまちづくりが求められ、特に以下の３点を課題と

して整理します。 

①更なる人口増加に対応したまちづくりが必要 

②住宅団地に点在する多様な機能を活かしたまちづくりが必要 

③京成線による千葉市へのアクセス利便性を活かしたまちづくりが必要 
  

ちはら台地区内の各施設の人口カバー率 

機能 ちはら台地区 30 万都市 市平均 

商業施設 56.3％ 65％ 54.9％ 

医療施設 96.0％ 76％ 71.8％ 

福祉施設 87.7％ 73％ 73.1％ 

公共施設 44.6％ － 35.1% 

ちはら台地区内の各施設の徒歩圏人口密度 

機能 ちはら台地区 30 万都市 市平均 

商業施設 53.1 人/ha 24.0 人/ha 31.1 人/ha 

医療施設 53.0 人/ha 20.0 人/ha 27.2 人/ha 

福祉施設 60.9 人/ha 19.0 人/ha 19.4 人/ha 

※ちはら台地区の値は、2010 年の値 

※30 万都市は「都市構造の評価に関するハンドブック」に

よる 

※人口カバー率は各施設から 800m 圏の範囲で算出 
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２）まちづくりの方向性 

現状と課題から、ちはら台駅周辺におけるまちづくりの方向性を『子どもから高齢者まで多様

な世代で賑わう拠点づくり』として、その実現に向けたターゲットと誘導すべき機能を設定しま

す。 

 

■ちはら台駅周辺におけるまちづくりのストーリー 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

タ
ー
ゲ
ッ
ト
と
維
持
・
誘
導
の
方
針 

 

○新たな住宅取得等（フ

ァミリー層等）による

人口増加に対応した

ちはら台駅周辺への

生活利便施設の誘導 

 

 

○今後増加が予想され

る高齢者が、歩いて生

活できるための多様

な生活機能の維持・誘

導 

 

 

○若者が住みたくなる

ようなちはら台駅周

辺の賑わいと魅力の

創出と子育て・教育機

能の維持・誘導 

 

新たな転入者 高齢者 
 

若者 

維
持
・
誘
導
す
べ
き
機
能
（
施
設
） 

・商業機能（一定規模の

商業集積※） 

・医療機能（診療所※） 

 

 

・医療機能（診療所※） 

・行政・公共機能（支所・

公民館等） 

・福祉機能（福祉施設、

地域包括支援センタ

ー） 

 

 

・商業機能（一定規模の

商業集積※） 

・子育て機能（保育所、

認定こども園等※） 

・教育文化機能（小学

校・中学校※、専修学

校等） 

 

課題① 

○更なる人口増加に対

応したまちづくりが

必要 

 

課題② 

○住宅団地に点在する

多様な機能を活かし

たまちづくりが必要 

 

 

課題③ 

○京成線による千葉市

へのアクセス利便性

を活かしたまちづく

りが必要 

【ちはら台駅周辺のまちづくりの方向性】 

子どもから高齢者まで多様な世代で賑わう拠点づくり 

※＝ちはら台駅から 800m 圏内に現に立地している施設 
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上総牛久駅周辺 

 

１）現状と課題 

上総牛久駅周辺が位置する南総地区の人口は、総人口の

9.4％となっており、今後は人口減少とともに、人口密度が

低下する傾向にあります。老年人口はほぼ横ばいで推移し、

年少人口、生産年齢人口は減少傾向に推移することが予想

され、将来は高齢化率が約 50％になることが予想されます。 

生活サービス施設利用圏の平均人口密度・人口カバー率

は、市平均より低くなっていますが、上総牛久駅を中心に、

市街化区域内に商業・医療・福祉機能が集積し、行政機能や

子育て・教育機能も市街化区域周辺に立地しています。 

小湊鉄道の上総牛久駅により、五井駅との公共交通ネッ

トワークは形成されていますが、利用者の減少が課題とな

っています。 

交通ネットワークの拠点でもあり、市南部のコミュニテ

ィの拠点でもあることから、既存の都市・生活機能を維持し

ながら、地域振興を図ることが必要です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

上記の現状を踏まえ、上総牛久駅周辺においては、集積する都市・生活機能を活かし、地域住

民の生活とコミュニティ拠点形成に向けたまちづくりが求められ、特に以下の３点を課題として

整理します。 

①今後も増加が予想される高齢者に対応したまちづくりが必要 

②人口減少を抑制し、移住・定住による持続的な生活が実現するまちづくりが必要 

③市南部の拠点として、地域の活性化につながるまちづくりが必要 
  

南総地区内の各施設の人口カバー率 

機能 南総地区 30 万都市 市平均 

商業施設 28.1％ 65％ 54.9％ 

医療施設 25.5％ 76％ 71.8％ 

福祉施設 37.8％ 73％ 73.1％ 

公共施設 24.2％ － 35.1% 

南総地区内の各施設の徒歩圏人口密度 

機能 南総地区 30 万都市 市平均 

商業施設 11.0 人/ha 24.0 人/ha 31.1 人/ha 

医療施設 11.7 人/ha 20.0 人/ha 27.2 人/ha 

福祉施設 7.3 人/ha 19.0 人/ha 19.4 人/ha 

※南総地区の値は、2010 年の値 

※30 万都市は「都市構造の評価に関するハンドブック」に

よる 

※人口カバー率は各施設から 800m 圏の範囲で算出 
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２）まちづくりの方向性 

現状と課題から、上総牛久駅周辺におけるまちづくりの方向性を『地域コミュニティを維持し

住み続けられる南部の拠点づくり』として、その実現に向けたターゲットと誘導すべき機能を設

定します。 

 

■上総牛久駅周辺におけるまちづくりのストーリー 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

タ
ー
ゲ
ッ
ト
と
維
持
・
誘
導
の
方
針 

 

○高齢者が元気で歩い

て暮らせるコミュニ

ティ機能の維持と医

療・福祉機能の維持・

誘導 

 

 

○若者・子育て世代のU

ターンなどにより、子

育てしながら生活で

きる教育・子育て機能

の維持・誘導 

 

 

○小湊鉄道の交通結節

点、市南部の拠点とし

ての賑わい・交流機能

の維持・誘導 

 

高齢者 
 

子育て世代 
 

観光客 

課題① 

○今後も増加が予想さ

れる高齢者に対応し

たまちづくりが必要 

 

課題② 

○人口減少を抑制し、移

住・定住による持続的

な生活が実現するま

ちづくりが必要 

 

課題③ 

○市南部の拠点として、

地域の活性化につな

がるまちづくりが必

要 

 

【上総牛久駅周辺のまちづくりの方向性】 

地域コミュニティを維持し住み続けられる南部の拠点づくり 

維
持
・
誘
導
す
べ
き
機
能
（
施
設
） 

・商業機能（一定規模の

商業集積※） 

・医療機能（診療所※） 

・行政・公共機能（支所・

公民館等※） 

・福祉機能（福祉施設

※） 

 

 

 

・商業機能（一定規模の

商業集積※） 

・子育て機能（保育所、

認定こども園等※） 

教育文化機能 小学校・

中学校※） 

 

 

・商業機能（一定規模の

商業集積※） 

 

 

※＝上総牛久駅から 800m 圏内に現に立地している施設 
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辰巳台 

 

１）現状と課題 

辰巳台地区の人口は、総人口の 4.4％となっており、人口

は集積していますが、今後は人口減少とともに、人口密度が

低下する傾向にあります。年少人口、生産年齢人口が減少し、

老年人口は増加傾向に推移することが予想されます。 

また、市街地と近接している立地条件から、人口集積と合

わせて生活サービス施設の立地がみられます。生活サービ

ス施設利用圏の平均人口密度は市平均より高く、特に商業

施設、福祉施設周辺の人口密度が高くなっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

上記の現状を踏まえ、辰巳台においては、居住と日常生活が一体となった快適な住宅地の形成

が求められ、特に以下の２点を課題として整理します。 

①住宅地のコミュニティ形成と高齢者等が地域で安心して生活できるまちづくりが必要 

②ゆとりある戸建て住宅地の特性を活かしたまちづくりが必要 
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辰巳台地区3階級人口推移

0～14歳 15～64歳

65歳以上 人口密度（人/ha）

（人）

辰巳台地区内の各施設の人口カバー率 

機能 辰巳台地区 30 万都市 市平均 

商業施設 97.1％ 65％ 54.9％ 

医療施設 100％ 76％ 71.8％ 

福祉施設 76.8％ 73％ 73.1％ 

公共施設 52.2％ － 35.1% 

辰巳台地区内の各施設の徒歩圏人口密度 

機能 辰巳台地区 30 万都市 市平均 

商業施設 72.6 人/ha 24.0 人/ha 31.1 人/ha 

医療施設 34.6 人/ha 20.0 人/ha 27.2 人/ha 

福祉施設 68.1 人/ha 19.0 人/ha 19.4 人/ha 

※辰巳台地区の値は、2010 年の値 

※30 万都市は「都市構造の評価に関するハンドブック」に

よる 

※人口カバー率は各施設から 800m 圏の範囲で算出 
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２）まちづくりの方向性 

現状と課題から、辰巳台におけるまちづくりの方向性を『居住と日常生活が一体となった住み

続けられる拠点づくり』として、その実現に向けたターゲットと誘導すべき機能を設定します。 

 

■辰巳台におけるまちづくりのストーリー 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

維
持
・
誘
導
す
べ
き
機
能
（
施
設
） 

タ
ー
ゲ
ッ
ト
と 

維
持
・
誘
導
の
方
針 

 

○高齢者等が元気で安心して暮ら

せる生活利便機能の維持・誘導 

 

 

○戸建て住宅地へのファミリー層

の U ターンや定住につながる機

能の維持・誘導 

 

高齢者 
 

新たな転入者 
 

・医療機能（診療所※） 

・行政・公共機能（支所・公民館等

※） 

・商業機能（日用品の買い物に資す

る小規模な店舗※） 

・子育て機能（保育所、認定こども

園等※） 

・教育文化機能 小学校・中学校※） 

課題① 

○住宅地のコミュニティ形成と高齢者

等が地域で安心して生活できるまち

づくりが必要 

 

課題② 

○ゆとりある戸建て住宅地の特性を

活かしたまちづくりが必要 

 

【辰巳台のまちづくりの方向性】 

居住と日常生活が一体となった住み続けられる拠点づくり 

 

※＝辰巳団地バス停留所から 500m圏内に現に立地している施設 
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うるいど南 

 

１）現状と課題 

うるいど南が位置する市津地区の人口は、総人口の4.8％

となっており、今後は人口減少とともに、人口密度が低下す

る傾向にあります。年少人口、生産年齢人口、老年人口とも、

減少傾向に推移することが予想されます。 

生活サービス施設利用圏の平均人口密度・人口カバー率

は、市平均より低く、特に福祉施設周辺の人口密度が低くな

っています。一方で、帝京平成大学の立地や、住宅団地の開

発・整備が進んでおり、これまでは人口の集積はみられませ

んでしたが、今後は新たな居住者の増加が見込まれます。 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

上記の現状を踏まえ、うるいど南においては、居住と日常生活が一体となった快適な住宅地の

形成が求められ、特に以下の２点を課題として整理します。 

①ゆとりある戸建て住宅地の特性を活かしたまちづくりが必要 

②大学との連携や今後の発展を見越した活力あるまちづくりが必要 
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65歳以上 人口密度（人/ha）

（人）

市津地区内の各施設の人口カバー率 

機能 市津地区 30 万都市 市平均 

商業施設 31.0％ 65％ 54.9％ 

医療施設 31.9％ 76％ 71.8％ 

福祉施設 23.8％ 73％ 73.1％ 

公共施設 8.0％ － 35.1% 

市津地区内の各施設の徒歩圏人口密度 

機能 市津地区 30 万都市 市平均 

商業施設 7.9 人/ha 24.0 人/ha 31.1 人/ha 

医療施設 8.8 人/ha 20.0 人/ha 27.2 人/ha 

福祉施設 4.6 人/ha 19.0 人/ha 19.4 人/ha 

※市津地区の値は、2010 年の値 

※30 万都市は「都市構造の評価に関するハンドブック」に

よる 

※人口カバー率は各施設から 800m 圏の範囲で算出 
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２）まちづくりの方向性 

現状と課題から、うるいど南におけるまちづくりの方向性を『ゆとりある住宅地としての今後

の発展を見越した活力ある拠点づくり』として、その実現に向けたターゲットと誘導すべき機能

を設定します。 

 

■うるいど南におけるまちづくりのストーリー 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

維
持
・
誘
導
す
べ
き
機
能
（
施
設
） 

タ
ー
ゲ
ッ
ト
と 

維
持
・
誘
導
の
方
針 

 

○戸建て住宅地へのファミリー層

のUターンや定住につながる機

能の維持・誘導 

 

 

○大学と連携しながら、若者が生

活しやすい環境づくりと生活機

能の維持・誘導 

 

新たな転入者 
 

若者 
 

・商業機能（日用品の買い物に資す

る小規模な店舗） 

・医療機能（診療所） 

・子育て機能（保育所、認定こども園

等） 

課題① 

○ゆとりある戸建て住宅地の特性を

活かしたまちづくりが必要 

 

課題② 

○大学との連携や今後の発展を見越

した活力あるまちづくりが必要 

 

【うるいど南のまちづくりの方向性】 

ゆとりある住宅地としての今後の発展を見越した活力ある拠点づくり 

 

・商業機能（日用品の買い物に資す

る小規模な店舗） 

・教育文化機能（大学※） 

 

※＝帝京平成大学バス停留所から 500m圏内に現に立地している施設 
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（３）都市機能誘導区域設定の考え方 

①都市機能誘導区域設定の条件 

 

都市機能誘導の方針に基づき、中心都市拠点（広域交流拠点、行政・文化拠点）、都市拠点、地

域拠点、生活拠点Ⅰを都市機能誘導区域として指定します。各拠点のまちづくりの方向性を踏ま

え、各拠点の中心施設からの徒歩圏域、都市機能の立地状況等を考慮し、以下の考え方と指定条

件に基づき区域を設定します。 

 

■都市機能誘導区域の中心と範囲の考え方 

都市計画マスタープ

ランでの位置づけ 
都市機能誘導区域 中心施設 区域の範囲 

中
心
都
市
拠
点 

広域交流 

拠点 
五井駅周辺 JR五井駅 

中心施設から徒歩圏域800ｍ圏

域の範囲を基本として設定 

行政・文化 

拠点 
市役所周辺 市原市役所 

中心施設から徒歩圏域800ｍ圏

域の範囲を基本として設定 

都市拠点 

八幡宿駅周辺 JR八幡宿駅 
中心施設から徒歩圏域800ｍ圏

域の範囲を基本として設定 

姉ケ崎駅周辺 JR姉ケ崎駅 
中心施設から徒歩圏域800ｍ圏

域の範囲を基本として設定 

地域拠点 

ちはら台駅周辺 
京成線 

ちはら台駅 

中心施設から徒歩圏域800ｍ圏

域の範囲を基本として設定 

上総牛久駅周辺 
小湊鉄道 

上総牛久駅 

中心施設から徒歩圏域800ｍ圏

域の範囲を基本として設定 

生活拠点Ⅰ 

辰巳台 
バス停 

辰巳団地 

中心施設から徒歩圏域 500ｍを

基本として、800ｍを超えない

範囲で設定 

うるいど南 
バス停 

帝京平成大学 

中心施設から徒歩圏域 500ｍを

基本として、800ｍを超えない

範囲で設定 

 

■都市機能誘導区域界の指定条件 

1)拠点となる施設から徒歩圏域 800ｍの範囲を基本として設定（生活拠点にお

いては 500ｍを基本として、800ｍを超えない範囲で設定） 

2)徒歩圏域に近接する場所に市有地や公共施設、ターゲットとする誘導施設の立

地がある場合は、都市機能誘導区域に含める 

3)用途地域の土地利用制限の境界や大規模施設の敷地界、道路・河川等の地形・

地物を参考に区域界を設定 
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②都市機能誘導区域界の設定 
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（４）都市機能誘導区域の誘導施設 

①本市における誘導施設の考え方 

下記の想定される誘導施設を参考に、対象となる本市の誘導施設の立地状況を勘案しながら、

以下の３つの考え方に基づき誘導施設を設定します。 
 

１） 高次都市機能と日常生活利便機能の位置づけに関する考え方 

誘導施設の設定にあたっては、拠点の特性やターゲットに応じて高次都市機能と日常生活

利便機能に分けて、都市機能の誘導を図ります。拠点類型ごとに想定される各種機能を参考

に、本市の実情に応じて高次都市機能と日常生活利便機能を位置づけます。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

上記を踏まえ、下表のように「高次都市機能に係る施設」と「日常生活利便機能に係る施

設」を位置づけます。中心都市拠点と都市拠点には、「高次都市機能に係る施設」と「日常生

活利便機能に係る施設」を位置づけ、地域拠点と生活拠点Ⅰには「日常生活利便機能に係る

施設」を位置づけることを基本とします。なお、地域拠点と生活拠点Ⅰにおいても都市機能

誘導区域内に現に「高次都市機能に係る施設」が立地している場合は、維持すべき施設とし

て誘導施設に位置づけます。 

■本市における高次都市機能と日常生活利便機能の位置づけ 

機能 高次都市機能に係る施設 日常生活利便機能に係る施設 

医療機能 ・病院 ・診療所 

行政機能 ・市役所 ・支所 

公共機能 ・劇場、公会堂、ホール等 ・コミュニティ施設・公民館 

福祉機能 
・福祉拠点施設 

・保健センター 

・地域包括支援センター 

・地域活動支援センター 

子育て機能 ・子育てネウボラセンター 

・子育て支援センター 

・認定こども園・保育所 

・幼稚園 

教育文化機能 
・大学、高等学校、専修学校、 

各種学校 ・中央図書館 
・小学校・中学校・義務教育学校 

商業機能 ・ショッピングモール ・スーパー等 

出典：立地適正化計画作成の手引き（国土交通省）  
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２） 各拠点の特性に応じた戦略的な維持・誘導の考え方 

拠点ごとの課題からまちづくりの方向性を設定し、ターゲット・ストーリーを設定して

います。誘導施設の設定にあたっては、ターゲット・ストーリーや各拠点の特性に応じて、

戦略的に新たに誘導すべき施設や施設更新時に更なる機能拡充・充実を図る施設を誘導す

べき施設に位置づけます。 

また、市民が生活していく拠点として診療所や食料品小売店舗等、日常生活を送る上で

必要不可欠な施設、または長期的な視点から必要となる施設についても維持・誘導すべき

施設に位置づけます。 
 

■各拠点の特性に応じた戦略的な維持・誘導の考え方 

拠点 
都市機能 

誘導区域 
戦略的な維持・誘導の考え方 

中
心
都
市
拠
点 

広域交流

拠点 
五井駅周辺 

若者、高齢者、子育て世代等、多様な世代が交流する拠点

として、コミュニティ再生・活性化に資する施設の維持・

誘導を図る。 

行政・文化

拠点 
市役所周辺 

行政サービス・文化交流施設の集積性を活かし、公共施設

の維持及びさらなる誘導を図る。 

都市拠点 

八幡宿駅周辺 

広域的なアクセス優位性を活かし、千葉・東京方面へ通勤・

通学する子育て世代、若者の定住に資する生活利便施設の

維持・誘導を図る。 

姉ケ崎駅周辺 
姉崎地区の拠点として、地域のコミュニティ機能、交通結

節点機能の充実に資する施設の維持・誘導を図る。 

地域拠点 

ちはら台駅 

周辺 

京成線による千葉市方面へのアクセス優位性、人口増加に

よる発展可能性を活かし、新たな住宅取得（ファミリー層）

に対応した生活利便施設の維持・誘導を図る。 

上総牛久駅周

辺 

小湊鉄道の交通結節点、市南部の拠点として地域コミュニ

ティの活性化に資する施設の維持・誘導を図る。 

生活拠点Ⅰ 

辰巳台 

拠点内に立地する公的資産の活用等により生活機能を充

実させるとともに、拠点性の向上に資する施設の維持・誘

導を図る。 

うるいど南 
大学の立地、人口増加による今後の発展可能性を活かし、

若者の定住に資する生活利便施設の維持・誘導を図る。 
 

３） 現在の立地状況に応じた考え方 

都市機能に係るまちづくりの方針や都市機能誘導区域のターゲットを踏まえ、戦略的に新

たに誘導すべき施設を位置づけます。また、施設更新時に更なる機能拡充・充実を図る施設

についても誘導施設として位置づけます。 

現在も都市機能誘導区域内に立地しており、地区の状況や都市機能誘導区域のターゲット

を踏まえ、今後も区域内に必要な機能として維持すべき施設については、誘導施設として位

置づけます。 

一方で、都市機能誘導区域において位置づけた誘導施設について、都市機能誘導区域外に

おいても現状で立地している施設は多くあります。新たに立地する誘導施設については、都

市機能誘導区域外において今後届出が必要となり、都市機能誘導区域内に誘導することにな

りますが、現状で区域外に立地している施設については、居住誘導に合わせて今後も維持し

ていくものとし、施設の更新時等、施設の特性に応じた適切な時期を捉え、市民の利便性向

上の観点から施設立地を検討することとします
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②誘導施設の設定 

誘導施設の考え方を踏まえ、下表のように設定します。誘導施設は、都市機能誘導区域外への立地について届

出が必要になるとともに、国等における税制･金融措置などの支援の対象となります（詳細に付いては後述）。こ

れらの制度を活用しながら、都市機能誘導区域への立地を誘導します。 

■誘導施設一覧 

機能 誘導施設 

拠点 

中心都市拠点 都市拠点 地域拠点 生活拠点 

五
井
駅 

周
辺 

市
役
所 

周
辺 

八
幡
宿

駅
周
辺 

姉
ケ
崎

駅
周
辺 

ち
は
ら
台

駅
周
辺 

上
総
牛
久

駅
周
辺 

辰
巳
台 

う
る
い

ど
南 

医療 

機能 

病院 拠点への立地の現況 □ - □ △ - - △ - 

維持・誘導の方針 ○ - ○ ○ - - ○ - 

診療所 拠点への立地の現況 □ □ □ □ □ □ □ - 

維持・誘導の方針 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ● 

行政 

機能 

市役所 拠点への立地の現況 - □ - - - - - - 

維持・誘導の方針 - ○ - - - - - - 

支所 拠点への立地の現況 □ - □ □ □ □ □ - 

維持・誘導の方針 ○ - ○ ○ ○ ○ ○ - 

公共 

機能 

劇場、公会堂、

ホール等 

拠点への立地の現況 □ □ - - - - - - 

維持・誘導の方針 ○ ○ - - - - - - 

コミュニティ

施設・公民館 

拠点への立地の現況 □ □ □ □ □ □ □ - 

維持・誘導の方針 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ - 

福祉 

機能 

福祉拠点施設 拠点への立地の現況 □ □ - △ - △ - - 

維持・誘導の方針 ○ ○ ○ - - - - - 

地域包括支援

センター 

拠点への立地の現況 □ - - △ - - △ - 

維持・誘導の方針 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ - 

保健センター 拠点への立地の現況 □ - - - - - - - 

維持・誘導の方針 ○ - - - - - - - 

地域活動支援

センター 

拠点への立地の現況 □ - □ △ △ - △ - 

維持・誘導の方針 ○ - - - - - - - 

子育て 

機能 

子育てネウボ

ラセンター 

拠点への立地の現況 □ - - - - - - - 

維持・誘導の方針 ● - - - - - - - 

子育て支援セ

ンター 

拠点への立地の現況 □ □ - - □ - △ - 

維持・誘導の方針 ● ○ ● ● ● - - - 

認 定 こ ど も

園・保育所 

拠点への立地の現況 □ □ □ □ □ △ △ △ 

維持・誘導の方針 ● ● ● ● ● ● ● ● 

幼稚園 
拠点への立地の現況 □ □ □ - △ □ △ - 

維持・誘導の方針 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 

教育 

文化 

機能 

高等学校等 拠点への立地の現況 □ - □ - □ - △ □ 

維持・誘導の方針 ● - ○ - ○ - - ○ 

小学校等 拠点への立地の現況 □ □ □ △ □ △ △ △ 

維持・誘導の方針 ○ ○ ○ - ○ - - - 

中央図書館 拠点への立地の現況 □ - - - - - - - 

維持・誘導の方針 ○ - - - - - - - 

商業 

機能 

ショッピング

モール 

拠点への立地の現況 □ - - - □ - - - 

維持・誘導の方針 ○ - - - ○ - - - 

スーパー等 拠点への立地の現況 □ □ □ □ □ □ □ □ 

維持・誘導の方針 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ● 

 

  
※「拠点への立地の現況」は、平成 30 年 4月 1日現在の施設の立地状況（予定）を示します。 
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誘導施設設定の考え方 
根拠となる 

考え方 

千葉県保健医療計画における市原保健医療圏内の基準病床数はほぼ満たされており、

新たに病院が立地する可能性は低いため、維持することを基本とする。 

考え方３） 

日常生活利便機能に係る施設として、各拠点に維持・誘導する。 考え方１） 

高次機能に係る施設として、現在立地している拠点において維持することを基本とす

る。 

考え方１） 

日常生活利便機能に係る施設として、現在立地している拠点において維持することを

基本とする。 

考え方１） 

高次機能に係る施設として、現在立地している拠点において維持することを基本とす

る。 

考え方１） 

各拠点において現に立地しているが、現状の施設を維持しながら周辺の公共施設の老

朽化状況に応じて将来的に多様な機能の集約化等を図る施設として位置づける。 

考え方３） 

高次機能に係る施設として、中心都市拠点と都市拠点に維持・誘導することを基本と

する。 

考え方１） 

日常生活利便機能に係る施設であり、将来的な需要または各拠点のまちづくりの方針

に基づき戦略的に維持・誘導する。 

考え方２） 

高次機能に係る施設として、現在立地している拠点において維持することを基本とす

る。 

考え方１） 

日常生活利便機能に係る施設であるが、各拠点のまちづくりの方針に基づき戦略的に

維持・誘導する。 

考え方２） 

高次機能に係る施設として、五井駅周辺において充実を図る。 考え方２） 

日常生活利便機能に係る施設であるが、各拠点のまちづくりの方針に基づき戦略的に

維持・誘導する。 

考え方２） 

日常生活利便機能に係る施設として、各拠点に維持・誘導する。 考え方１） 

日常生活利便機能に係る施設として、各拠点に維持・誘導する。 考え方１） 

高次機能に係る施設として、現在立地している拠点において維持することを基本とす

るが、五井駅周辺はまちづくりの方針に基づき戦略的に誘導する。 

考え方１）２） 

新たに立地する可能性は低いため、維持することを基本とする。 考え方３） 

高次機能に係る施設として、現在立地している拠点において維持することを基本とす

る。 

考え方１） 

高次機能に係る施設として、現在立地している拠点において維持することを基本とす

る。 

考え方１） 

日常生活利便機能に係る施設として、各拠点に維持・誘導する。 考え方１） 

※都市機能誘導区域外ではあるものの拠点周辺に立地している施設（上記表では「拠点への立地の現況」欄の「△」かつ「維持・

誘導の方針」欄の「-」表記）、特に高次機能に係る施設については居住誘導に合わせて当面維持していくものとし、施設の更新

時等、施設の特性に応じた適切な時期を捉え、市民の利便性向上の観点から施設立地を検討することとします。 

□＝都市機能誘導区域内に立地している施設 
△＝都市機能誘導区域周辺（区域外）に立地している施設 
●＝積極的な誘導・充実を図る施設（支援制度や支援メニューを活用しながら、誘導及び充実に積極的に取り組みます。） 
○＝維持・誘導を図る施設（既に立地しているものは維持し、立地していないものについては届出や更新の機会を捉えて区域内への誘導に努めます。） 
 
 

誘導施設の中でも、主なターゲットである若者や子育て世代、特に女性が魅力を感じ、多様な世代が交流

するまちづくりの実現にあたり特に拠点内に必要と考えられるものについては、積極的な誘導・充実を図る

施設として位置づけます。 
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■誘導施設の定義 

機能 誘導施設 根拠法・対象施設 

医療施設 
病院 

医療法第 1 条の 5 第 1 項に規定する病院のうち、診療科目
に内科、外科、小児科のいずれかを含むもの 

診療所 
医療法第 1 条の 5 第 2 項に規定する診療所のうち、診療科
目に内科、外科、小児科のいずれかを含むもの 

行政施設 

市役所 地方自治法第 4条第 1項に規定する事務所 

支所 地方自治法第 155 条第 1項に規定する支所 

公共施設 

劇場、公会堂、
ホール等 

収容人数 400 人以上のホール・会議室を有する施設 

コミュニティ施
設・公民館 

社会教育法第 20 条に規定する公民館その他一般住民が利
用できるホール・会議室を有する施設 

福祉施設 

福祉拠点施設 

老人福祉法第 20 条の 7に規定する老人福祉センター、身体
障害者福祉法第 31条に規定する身体障害者福祉センター、
市原市保健福祉センターの設置及び管理に関する条例第 2
条に規定する保健福祉センター 

地域包括支援 
センター 

介護保険法第 115 条の 46に規定する地域包括支援セン 
ター 

保健センター 地域保健法第 18 条に規定する市町村保健センター 

地域活動支援 
センター 

障害者の日常生活及び社会を総合的に支援するための法律
第 5条第 27 項※に規定する地域活動支援センター 

子育て施設 

子育てネウボラ
センター 

妊娠から出産・子育てまで切れ目のない支援を行うため、
母子保健、母子の栄養指導等を行う施設 

子育て支援 
センター 

児童福祉法第 6 条の 3 第 6 項に規定する地域子育て支援拠
点事業を行う事業所 

認定こども園 
就学前の子どもに関する教育、保育等の総合的な提供の推
進に関する法律第 2条第 6項に規定する認定こども園 

保育所 児童福祉法第 39 条第 1項に規定する保育所 

幼稚園 学校教育法第 1条に規定する幼稚園 

教育文化施設 

高等学校等 
学校教育法第 1 条に規定する高等学校、中等教育学校、特
別支援学校、大学及び高等専門学校、第 124 条に規定する
専修学校並びに第 134 条に規定する各種学校 

小学校等 
学校教育法第 1 条に規定する小学校、中学校及び義務教育
学校 

中央図書館 図書館法第 2条第 1項に規定する図書館 

商業施設 

ショッピング 
モール 

大規模小売店舗立地法第2条第1項に規定する店舗面積（以
下「店舗面積」）が 10,000 ㎡を超える商業施設 

スーパー等 
店舗面積が 1,000 ㎡を超え、住民の日常生活に必要な食料
品や日用品を販売する店舗 

※平成 30年 3月 31 日までの間は第 5条第 25 項による 
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（５）都市機能誘導区域に誘導施設の立地を誘導するために講ずる施策 

①国等が直接行う施策 

都市機能誘導区域に誘導施設を整備する事業者に対し、国等が以下の措置を講じています。市

は、事業者等に対しこれらの措置についての周知や、申請等に当たっての人的支援を行います。 

１）民間都市開発推進機構による金融上の支援措置 

都市機能誘導区域内の誘導施設を有する事業を対象に、公共施設等+誘導施設の整備費を支

援限度額とします。【支援限度額の引き上げ】 

２）誘導施設に対する税制上の特例措置 

都市機能誘導区域への都市機能の立地を促進するため、都市機能を誘導する事業を促進する

ための税制支援が設けられています。 

 

②市原市独自または国の支援を受けながら取り組む施策 

誘導施設の誘導に当たっては、事業者等に対し立地適正化計画や支援措置についての周知を図

るとともに、市の保有する公的資産を有効に活用して進めていきます。 

また、各都市機能誘導区域においては、以下の施策に取り組みます。 

１）すべての都市機能誘導区域 

都市機能誘導区域内の空き地、空き家等の低未利用土地については、既に発生した低未利用

土地の有効活用や顕在化していない地域での予防的な措置といった総合的な対策を講じ、生活

利便性や地域の治安・景観の維持・向上を図ります。具体的には、都市再生特別措置法の改正

で制度化された低未利用土地権利設定等促進計画および立地誘導促進施設協定（コモンズ協定）

の低未利用地対策に取り組むこととします。 

 

■低未利用土地権利設定等促進計画の概要 

低未利用地の地権者等と利用希

望者とを、行政が所有者等の探索も

含め能動的にコーディネートの上、

土地・建物の利用のために必要とな

る権利設定等に関する計画を市町

村が作成し、一括して権利設定等を

行います。また、税制面での支援措

置も講じられています。 

※権利設定等：地上権、賃借権、使用貸借権の設定・移転、所有権の移転 

  

≪制度フロー≫ 
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本市においては、立地適正化計画で以下の低未利用土地の利用及び管理に関する指針を定め、

都市機能誘導区域内の低未利用土地の所有者等に対し、低未利用土地の管理・利用に関する情

報の提供などの支援を行います。 

■低未利用土地利用等指針 

利用

指針 

誘導施設の立地や地域の交流・賑わいの創出、コミュニティの醸成に資する活用（交

流広場・緑地 等）を推奨します。また、都市基盤整備の進んでいない地域において

は、狭あい道路等の車のすれ違い待避スペース等への活用を推奨します。 

［利用促進に向けた支援］ 

 低未利用土地の地権者等と利用希望者をコーディネートし、所有権にこだわらず、

複数の土地や建物に一括して利用権を設定できる『低未利用土地権利設定等促進

計画』を必要に応じて作成します。 

管理

指針 

区域内の土地の円滑な利用を促進するため、登記情報の適正な管理を推奨します。 

空き地 ・空き家等の管理不全・発生により、住宅や誘導施設の立地誘導に支障をき

たさないよう、指導・管理是正・勧告といった措置を講じます。 
 

■事業区域と事業に関する事項 

低未利用土地権利設

定等促進事業区域 
○都市機能誘導区域 

低未利用土地権利設

定等促進事業に関す

る事項 

○促進すべき権利設定等の種類：地上権、賃借権、所有権等 

○立地を誘導すべき施設等：誘導施設、交流広場、緑地等 

・低未利用土地を活用して、交流広場、コミュニティ施設といった地

域住民等の利便の増進に寄与する施設等を地域のまちづくり団体

等が共同で整備・管理する際の、地権者合意による協定『立地誘導

促進施設協定』の活用を促進します。 

 
≪活用イメージ≫ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：都市のスポンジ化対策スタディ集（国土交通省） 
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■立地誘導促進施設協定（コモンズ協定）の概要 

都市機能や居住を誘導すべき区域

で、空き地・空き家を活用して、交

流広場、コミュニティ施設、防犯灯

など、地域コミュニティやまちづく

り団体が共同で整備・管理する空間・

施設（コモンズ）についての、地権

者合意による協定制度が創設されて

います。協定締結者が市町村長に要請できる仕組みを併せて措置します。 

 

■事業区域と事業に関する事項 

立地誘導促進施設の

一体的な整備又は管

理が必要と認められ

る区域 

都市機能誘導区域 

立地誘導促進施設の

一体的な整備又は管

理に関する事項 

○立地誘導促進施設は、居住者、来訪者又は滞在者の利便の増進に寄

与し、居住誘導区域における住宅及び都市機能誘導区域における誘

導施設の立地の誘導を促進させる施設であること。 

○区域内の一団の土地所有者等は、立地誘導促進施設の一体的な整備

又は管理を適切に行うこと。 

 

 

  

≪制度フロー≫ 
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２）五井駅周辺・八幡宿駅周辺・姉ケ崎駅周辺 

五井駅周辺・八幡宿駅周辺・姉ケ崎駅周辺における拠点まちづくりビジョン、各拠点のエリ

アビジョンをもとに、公共空間や低未利用空間を活用した社会実験等に取り組み、官民連携ま

ちなか再生に向けたエリアプラットフォームの構築や居心地が良く歩きたくなるまちなかウ

ォーカブルを推進します。 

■官民連携による拠点づくり事業の取組み 

 エリアビジョンの位置づけ 具体的な取組 

五
井
駅
周
辺 

 

 

 

 

 

 

 

 

≪テーマ≫ 

・賑わいと交流の中心拠

点 

・目指す将来像に向けた

中心的な機能の集約 

・起業・創業の支援 

・更級通り等の公共空間の

活用 

・リノベーション事業 等 

 

 

 

 

八
幡
宿
駅
周
辺 

 

 

 

 

 

 

 

 

≪テーマ≫ 

・スポーツ環境の整備 

・健康づくりの推進 

・コミュニティの充実 

 

・駅周辺の公共空間・低未

利用空間の活用 

・地域主体の管理・運営 等 

 

 

 

 

姉
ケ
崎
駅
周
辺 

 

 

 

 

 

 

 

 

≪テーマ≫ 

・資源あふれるまち 

・最先端技術による課題

の解決 

・仕事と生活が溶け込む

空間 

・駅周辺の低未利用空間の

活用 

・地域情報の発信 等 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

スポーツ、健康づくりに親しめる交流拠点 

居心地の良さを創造するチャレンジ応援拠点 

文化と教育を核に、多様な人が集う中心拠点 
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３）五井駅周辺都市機能誘導区域 

五井駅周辺のまちづくりの方向性『市の玄関口となる五井駅周辺の賑わいと市全体の魅力の

向上に向けた拠点づくり』を実現するため、戦略的な誘導方策に基づき、国等と連携しながら、

以下の施策に取り組みます。 
 

■誘導施策一覧 

施策の方向性 主な施策・事業 

定住モデルとなる

コンパクトなまち

づくり 

交流・滞在空間の創出に向けた公民連携事業の展開 

リノベーションまちづくりの推進 

土地利用促進のための用途地域の変更（五井駅東口） 

北五井土地区画整理事業 

平田地区の市街地整備手法の見直し 

地区計画による土地利用の誘導（更級地区等） 

地区計画等による良好な市街地景観の誘導 

都市公園の整備及びバリアフリー化 

交通結節点の強化

による駅利用の促

進 

五井駅周辺のバリアフリー化（重点整備地区） 

駅周辺への自転車駐車場の確保 

ネットワークの向上に向けた八幡椎津線（平成通り）の整備 

五井駅周辺の公共

施設の活用 

公的資産を活用した公共施設の再編や民間施設の誘導によるまちの魅力

向上 

五井会館、サンプラザ市原等の既存施設の有効活用による多様な人の

交流促進 

勤労会館のリニューアルによる（仮称）いちはら子ども未来館の整備 

■誘導施策の展開イメージ 
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４）市役所周辺都市機能誘導区域 

市役所周辺のまちづくりの方向性『市の行政サービス・文化交流が集積した生活利便性が高

い拠点づくり』を実現するため、戦略的な誘導方策に基づき、国等と連携しながら、以下の施

策に取り組みます。 
 

■誘導施策一覧 

施策の方向性 主な施策・事業 

多様な機能集積に

よる暮らしやすい

まちづくり 

医療・福祉・子育て・教育等の日常生活に資する多様な機能の誘導 

行政・文化の拠点

として多様な市民

の交流 

市役所・市民会館等の公共施設の適正な維持・管理 

景観法等の運用による良好な市街地景観の誘導 

いちはら歴史のミュージアム事業を踏まえた歴史遺産の活用 

五井駅とのネット

ワークの強化 
高速バス、路線バスの機能充実 

 

 

■誘導施策の展開イメージ  
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５）八幡宿駅周辺都市機能誘導区域 

八幡宿駅周辺のまちづくりの方向性『広域的なアクセス性を活かし定住・交流につながる拠

点づくり』を実現するため、戦略的な誘導方策に基づき、国等と連携しながら、以下の施策に

取り組みます。 
 

■誘導施策一覧 

施策の方向性 主な施策・事業 

千葉・東京方面へ

の通勤・通学者の

定住・交流 

交流・滞在空間の創出に向けた公民連携事業の展開 

駅周辺等への都市機能の充実 

駅周辺への自転車駐車場の確保 

八幡宿駅西口の公共施設の再配置 

都市公園の整備及びバリアフリー化 

土地区画整理事業

等の推進等による

定住促進 

八幡宿駅東口土地区画整理事業 

八幡宿駅東口（第二工区）の市街地整備手法の見直し 

地区計画等による良好な市街地景観の誘導 

地区計画による土地利用の誘導 

交通結節点の強化

による駅利用の促

進 

八幡宿駅周辺のバリアフリー化（重点整備地区） 

八幡宿駅～スポレクパークの歩行環境の向上 

路線バスの機能充実 

公共交通機関の機能向上と利用しやすい環境づくり 

 

■誘導施策の展開イメージ 
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６）姉ケ崎駅周辺都市機能誘導区域 

姉ケ崎駅周辺のまちづくりの方向性『子育て世代の定住と高齢者にやさしい拠点づくり』を

実現するため、戦略的な誘導方策に基づき、国等と連携しながら、以下の施策に取り組みます。 
 

■誘導施策一覧 

施策の方向性 主な施策・事業 

子育て世代が定住

できる機能誘導 

交流・滞在空間の創出に向けた公民連携事業の展開 

周辺住宅団地の高

齢化に対応した機

能誘導 

鉄道環境の整備や乗り継ぎ機能の強化、バス路線の再編・強化の促進 

高齢化に対応するための ICTを活用した実証事業の推進 

交通結節点の強化

による駅利用の促

進 

姉ケ崎駅周辺のバリアフリー化（重点整備地区） 

駅周辺への自転車駐車場の確保 

ネットワークの向上に向けた姉崎海岸姉崎線の整備 

 

 

 
■誘導施策の展開イメージ  
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７）ちはら台駅周辺都市機能誘導区域 

ちはら台駅周辺のまちづくりの方向性『子どもから高齢者まで多様な世代で賑わう拠点づく

り』を実現するため、戦略的な誘導方策に基づき、国等と連携しながら、以下の施策に取り組

みます。 
 

■誘導施策一覧 

施策の方向性 主な施策・事業 

多様な世代による

生活拠点の形成 

地区計画による土地利用の誘導 

ちはら台駅周辺のバリアフリー化（重点整備地区） 

住宅団地に点在す

る機能の連携・誘

導 

路線バスの機能充実 

公共交通機関の機能向上と利用しやすい環境づくり 

新たな居住者の転

入促進 

公共交通機関の機能強化（京成電鉄千原線の複線化の検討など） 

 

 

■誘導施策の展開イメージ 
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８）上総牛久駅周辺都市機能誘導区域 

上総牛久駅周辺のまちづくりの方向性『地域コミュニティを維持し住み続けられる南部の拠

点づくり』を実現するため、戦略的な誘導方策に基づき、国等と連携しながら、以下の施策に

取り組みます。 
 

■誘導施策一覧 

施策の方向性 主な施策・事業 

南部の拠点として

のコミュニティの

維持 

公民館等のコミュニティ機能の維持 

牛久駅周辺商業活性化事業 

小湊鉄道駅周辺の土地利用の促進 

公的資産の活用 

コミュニティアートを通じたまちづくり事業 

若者・子育て世代

の Uターンの促進 

商業・医療・福祉を中心とした都市機能の維持 

周辺地域からの利

用促進 

交流と日常生活を支える交通機能の充実 

市民・来訪者の利便性向上への取り組み 

 

 

■誘導施策の展開イメージ  
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９）辰巳台周辺都市機能誘導区域 

辰巳台のまちづくりの方向性『居住と日常生活が一体となった住み続けられる拠点づくり』

を実現するため、戦略的な誘導方策に基づき、国等と連携しながら、以下の施策に取り組みま

す。 
 

■誘導施策一覧 

施策の方向性 主な施策・事業 

居住と日常が一体

となった拠点づく

り 

土地利用の動向を踏まえた用途地域の変更 

路線バスの機能充実 

公共交通機関の機能向上と利用しやすい環境づくり 

公的資産の活用 

地区計画による土地利用の誘導 

 

 

■誘導施策の展開イメージ 
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１０）うるいど南周辺都市機能誘導区域 

うるいど南のまちづくりの方向性『ゆとりある住宅地としての今後の発展を見越した活力あ

る拠点づくり』を実現するため、戦略的な誘導方策に基づき、国等と連携しながら、以下の施

策に取り組みます。 
 

■誘導施策一覧 

施策の方向性 主な施策・事業 

大学との連携や今

後の発展を見越し

た活力あるまちづ

くり 

研究開発型や環境配慮型等の産業誘導 

土地利用の動向を踏まえた用途地域の変更 

地区計画による土地利用の誘導 

 

■誘導施策の展開イメージ 
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③都市機能誘導区域外における届出制度 

 

都市機能誘導区域外で誘導施設を有する建築物の開発行為・建築等行為を行おうとする場合

には、都市再生特別措置法 第 108 条第 1 項の規定に基づき、市長への届出が必要となりま

す。届出をした者に対して、市町村は、開発規模の縮小や都市機能誘導区域への立地を促すな

どの勧告を行うことができます（都市再生特別措置法 第 108条第 3項）。 

届出制度の内容は以下のとおりです。 
 

■届出の対象となる行為（都市再生特別措置法 第 108 条第 1項） 

○都市機能誘導区域外の区域で誘導施設を対象に以下の行為を行おうとする場合には、市長へ

の届出が義務付けられる。 

 

開発行為 

誘導施設を有する建築物の建築目的

の開発行為等を行おうとする場合。 

開発行為以外 

①誘導施設を有する建築物を新築し

ようとする場合 

②建築物を改築し誘導施設を有する

建築物とする場合 

③建築物の用途を変更し誘導施設を

有する建築物とする場合 

出典：改正都市再生特別措置法等についての説明資料（国土交通省） 

 
 

■届出の時期（都市再生特別措置法 第 108 条第 1項） 

・開発行為等に着手する 30 日前までに届出を行う 

 

④誘導施設の休廃⽌に関する届出制度 

都市機能誘導区域の中で誘導施設を休止し、又は廃止しようとする場合にも、原則として市

長への届出が義務付けられます（都市再生特別措置法 第 108条の 2第1項）。 
 

■届出対象行為（都市再生特別措置法 第 108 条の 2第 1項） 

休止 誘導施設の再開の意思があるもの 

廃止 誘導施設の再開の意思がないもの 

※都市機能誘導区域の別の場所へ移転する場合でも、休廃止の届出が必要です。 
 

■届出の時期（都市再生特別措置法 第 108 条の 2第 1項） 

・誘導施設を休止又は廃止しようとする日の 30 日前までに、届出を行う 
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防災指針は、災害リスク分析及び災害等の安全性に関する課題を踏まえ、リスクの回避・低減

に向けた防災・減災対策に取り組みます。また、市原市地域防災計画と整合を図り、防災分野と

一体となって取組を推進します。 
 

（１）土砂災害被害に係る防災・減災対策 

土砂災害被害に関しては、青葉台や有秋台、国分寺台、辰巳台、ちはら台などの住宅団地に

おいては、急傾斜地崩壊危険区域や大規模盛土造成地が存在するため、県と連携した急傾斜地

崩壊対策によりリスクの回避に取り組むとともに、警戒避難体制の整備や災害対策の啓発等に

よるリスクの低減に取り組みます。 

 

■ 土砂災害被害に係る施策 

災害リスク 

施策 施策の種別 

施策名 具体的な対策 
リスクの 

回避・低減 

ハード・ 

ソフト 

居住誘導区域周

辺に急傾斜地崩

壊危険区域や土

砂災害警戒区

域・土砂災害特

別警戒区域が点

在 

県の実施する

急傾斜地崩壊

対策事業への

協力 

県が実施する急傾斜地崩壊対策事業に対

し、市は事業費の一部を負担し、急傾斜地

崩壊危険区域のリスクの低減に努めます。 

低 減 ハード 

警戒避難体制

の整備 

県の指定する土砂災害警戒区域・土砂災

害特別警戒区域について、市は警戒避難

体制の整備に努める。 

低 減 ソフト 

大規模盛土造成

地が存在 

災害対策の推

進 

県は、必要に応じて宅地造成等規制法に

基づく宅地造成工事規制区域や造成宅地

防災区域を指定し、災害防止措置を推進

する。市は、県が作成した盛土造成地の位

置や規模を示すマップを周知し、大規模盛

土の危険性や災害対策を啓発する。 

低 減 ソフト 

宅地耐震化の

推進 

市内に点在する住宅団地等の大規模盛土

造成地において、市は地震や液状化によ

る予測調査、滑動崩壊対策、宅地液状化防

止対策などにより、宅地被害の軽減を図

る。 

低 減 ハード 

  

９．防災指針 
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（２）洪水・内水氾濫被害に係る防災・減災対策 

洪水被害に関しては、上総牛久駅周辺等において、洪水想定浸水深3m以上の区域が存在す

るため、養老川、村田川、椎津川及び前川の治水対策を促進し、リスクの低減を図ります。ま

た、洪水ハザードマップの周知や要配慮者利用施設、大規模工場等の避難計画の作成等による

水害リスクの低減に取り組むとともに、下水道区域内での発生する内水被害に対しては雨水排

水施設の整備を推進します。 

 

■ 洪水・内水氾濫被害に係る施策 

災害リスク 

施策 施策の種別 

施策名 具体的な対策 
リスクの 

回避・低減 

ハード・ 

ソフト 

【洪水】 

想定浸水深３ｍ

以上の区域が存

在(想定最大規

模) 

治水事業の推

進 

県は養老川、村田川、椎津川及び前川の整

備を促進するとともに、これら二級河川水

系の上流域についても調査を実施し、治

水安全度の向上に努める。 

低 減 ハード 

洪水ハザード

マップの周知 

市は洪水ハザードマップの居住者への配

布、広報紙への掲載、ハザードマップの改

訂、まるごとまちごとハザードマップの取

組み等を継続的に行い、水害リスクや避難

等に対する情報の周知を図る。 

低 減 ソフト 

要配慮者利用

施設、大規模

工場等の避難

計画の作成支

援 

市は浸水想定区域内に存在する高齢者、

障がい者、乳幼児等の要配慮者利用施設

及び大規模工場等の所有者又は管理者が

作成する避難確保計画の作成を促進し、

計画の実効性を高めるため、計画の作成

や見直しの技術的支援、施設管理者等と

共同で行う情報伝達訓練などを行う。 

低 減 ソフト 

【内水】 

内水氾濫の発生 

雨水排水施設

の整備 

公共下水道や都市排水路について、市は

地域ごとの特性を考慮して計画的に整備

を推進するとともに、災害に備えた点検等

を適切に実施する。 

低 減 ハード 
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（３）高潮・津波被害に係る防災・減災対策 

JR 線以西においては、高潮や津波の浸水想定区域が存在し、海岸保全施設の整備によるリ

スクの回避に取り組むとともに、情報伝達訓練等のソフト対策によるリスクの低減に取り組み

ます。また、津波被害に関しては、津波防護施設の整備、点検や津波ハザードマップの周知に

よるリスクの低減に取り組みます。 

 

■ 高潮・津波被害に係る施策 

災害リスク 

施策 施策の種別 

施策名 具体的な対策 
リスクの 

回避・低減 

ハード・ 

ソフト 

【高潮】 

想定浸水深３ｍ

以上の区域が存

在(想定最大規

模)／浸水継続

時間７日以上の

区域が大規模に

存在(想定最大

規模) 

海岸保全施設

の整備 

県は、高潮・津波等による海岸浸食を予防

するため、東京湾沿岸海岸保全計画によ

る海岸保全施設の整備等を推進する。 

回 避 ハード 

高潮警報等伝

達訓練の実施 

市は、関係機関合同の高潮警報等伝達訓

練を実施し、通信機器等に関する不慣れ

の解消、誤伝達・伝達漏れの防止等を図

る。 

低 減 ソフト 

警戒区域の指

定 

市は、高潮時の円滑かつ迅速な避難の確

保を図るための事項を定めるなど、必要

な措置をとる。 

低 減 ソフト 

【津波】 

浸水想定区域が

存在(浸水深０

～１ｍが中心) 

津波防護施設

の整備、点検 

県は、海岸保全施設の津波対策の検討・整

備、水門等の防護施設の点検・整備によ

り、津波浸水を最小限にとどめる。 

低 減 ハード 

津波ハザード

マップの周知 

市は、東京湾口で約10mの津波発生を想

定した津波避難計画、津波ハザードマップ

を普及し、津波に対する逃げ遅れを防止

する。 

低 減 ソフト 
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（４）その他の防災・減災対策 

多様化する自然災害に対して、「自助・共助」を支援する「公助」として、都市機能誘導区域

への施設誘導に合わせた防災対策や地区レベルの防災・減災対策、自主防災活動の促進、災害

リスクの低減に向けた避難対策・情報共有など、ハード整備、ソフト対策の両面から、防災・

減災対策に取り組みます。 

 

■ その他の防災・減災による施策 

施策 施策の種別 

施策名 具体的な対策 
リスクの 

回避・低減 

ハード・ 

ソフト 

都市構造再編集

中支援事業 

病院・福祉施設等の都市機能誘導施設の自主的移転を促

進するため、国の支援を受けながら、民間事業者等が災害

ハザードエリアから都市機能誘導区域内に移転する場合、

市は誘導施設整備に係る防災対策を推進する。 

低 減 ハード 

都市防災総合推

進事業 

市は、避難地・避難路等の公共施設整備や避難場所の整

備、避難地・避難路周辺の建築物の不燃化、木造老朽建築

物の除却及び住民の防災に対する意識の向上等を推進

し、防災上危険な市街地における地区レベルの防災性の向

上を図る。 

低 減 ハード 

地区防災計画の

推進 

市は、地区主体で策定する地区防災計画の策定及びその

後の活動を支援する。 
低 減 ソフト 

消防団員の確保 

市は、基本団員のほか、女性や学生等の加入促進と併せ

て、消防団協力事業所表示制度、機能別消防団員制度など

を充実させ、消防団員を確保する。 

低 減 ソフト 

自主防災体制の

整備 

市は、自主防災組織の設置や自主防災活動を支援すると

ともに、地区防災計画の普及を促進する。 
低 減 ソフト 

市の活動体制の

整備 

市は職員初動マニュアルの点検や見直し、職員の教育、訓

練等を実施し、災害対応力の向上を図る。 

業務継続計画の実効性を確保するため、継続的な点検、見

直しを行う。 

低 減 ソフト 

避難誘導体制の

構築等 

市は避難者の混乱を防止して円滑に誘導するため、地域の

地理を把握している消防団、自主防災組織等を活用した避

難誘導や広報体制を構築する。また、二次避難を想定して

交通事業者と連携した避難者の輸送体制を確保する。 

低 減 ソフト 
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施策 施策の種別 

施策名 具体的な対策 
リスクの 

回避・低減 

ハード・ 

ソフト 

情報管理・広報

体制の強化 

市は円滑かつ確実に緊急情報を住民等へ伝達するため、

同報系防災行政無線のデジタル化及びスピーカーの改良、

各種ＩＣＴや放送メディアの導入等を図る。また、避難勧告

等の内容を住民等に的確に伝達するため、災害広報マニュ

アルや放送文例の点検、通信訓練等を実施する。さらに、

市民等のニーズに応じた災害情報を提供するため、災害情

報を時系列に整理、更新、発信できる情報管理体制を確保

する。 

低 減 ソフト 

避難所の運営体

制、環境等の整

備 

市は市職員による円滑な避難所開設体制を確保するほ

か、市職員による開設・運営が困難な場合を想定して地域

住民が主体となった開設・運営体制を確保する。また、要

配慮者の避難生活に配慮し、指定避難所のバリアフリー

化、福祉避難所の受入体制の整備を進める。 

低 減 ソフト 

避難行動要支援

者の避難支援体

制の整備 

市は市原市避難支援プラン全体計画を推進し、避難行動要

支援者ごとの個別計画の作成及び支援体制の整備を図

る。 

低 減 ソフト 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

■地区主体の地区防災計画策定の取組み 

 

 

 

 

 

 

 

 

・いちはら防災 100 人会議のご意見を参考

に、今後、地区防災計画を策定する際に、

どのような手順や方法で進めると良いかを

まとめた「市原市地区防災計画策定の手引

き」を作成し、地区主体の地区防災計画策

定を支援しています。 

・小学校区を基本単位として策定していま

す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：立地適正化計画作成の手引き 

◀地区防災計画策

定に係る合同勉

強会の様子 

▶辰巳台東小学校

区のワークショ

ップの様子 
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■ 防災・減災対策図 

≪全域に関わる防災・減災対策≫ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・海岸保全施設の整備 

・高潮警戒等伝達訓練の実施 

・警戒区域の指定 

【内水浸水対策（市街化区域）】  ・雨水排水施設の整備 

【土砂災害対策（大規模盛土造成地）】  ・災害対策の推進  ・宅地耐震化の推進 

・治水事業の推進 

・洪水ハザードマ

ップの周知 

・要配慮者利用施

設、大規模工場

等の避難計画の

作成支援 

・津波防護施設の整備、点検 

・津波ハザードマップの周知 

【その他の防災・減災対策】 

・都市構造再編集中支援事業  ・都市防災総合推進事業  ・地区防災計画の推進  ・消防団員の確保 

・自主防災体制の整備  ・市の活動体制の整備  ・避難誘導体制の構築等  ・情報管理・広報体制の強化 

・避難所の運営体制、環境等の整備  ・避難行動要支援者の避難支援体制の整備 

 
土砂災害対策 

洪水対策 

高潮・津波対策 

内水対策 

大規模盛土造成地対策 

その他 

 

 

 

 

 

・治水事業の推進 

・洪水ハザードマ

ップの周知 

・要配慮者利用施

設、大規模工場

等の避難計画の

作成支援 

・県の実施する急傾斜

地崩壊対策事業への

協力 

・警戒避難体制の整備 

・警戒避難体制の整備 

・警戒避難体制の整備 

・治水事業の推進 

・洪水ハザードマップの周知 

・要配慮者利用施設、大規模工

場等の避難計画の作成支援 
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（１）成果指標の設定と実現化方策 

計画の進捗状況を客観的に評価するため、本計画で位置づけた３つの目標ごとに、関連する

施策の進捗状況や成果を測るための指標を設定します。 

指標については、市原市総合計画の基本構想・基本計画、市原市都市計画マスタープランで

設定している指標との整合を図ります。 

今後、都市計画マスタープランと連携しながら、各施策の進捗状況を点検・評価するものと

します。 

 

 

 
 

【指標①】中心都市拠点・都市拠点周辺の人口密度 

（各駅から 1km 圏内の居住誘導区域の人口密度） 

成果指標 基準値 目標値（2026年） 

中心都市拠点の人口密度【五井駅周辺】 
59.2 人/ha 
（2015年） 64.8 人/ha を超過 

都市拠点の人口密度【八幡宿駅周辺】 
75.6 人/ha 
（2015年） 

78.3 人/ha を超過 

都市拠点の人口密度【姉ケ崎駅周辺】 
56.9 人/ha 
（2015年） 56.2 人/ha を超過 

 

【指標②】中心都市拠点・都市拠点周辺の生産年齢人口割合 

成果指標 基準値 目標値（2026年） 

中心都市拠点の生産年齢人口割合 

【五井地区】 

65.3% 

（2015年） 
65.3%以上 

都市拠点の生産年齢人口割合【市原地区】 
59.9% 

（2015年） 
59.9%以上 

都市拠点の生産年齢人口割合【姉崎地区】 
6１.3% 

（2015年） 
61.3%以上 

 

【指標③】中心都市拠点・都市拠点周辺の地価 

（各駅から 1km 圏内の地価公示箇所※の平均値） 

成果指標 基準値 目標値（2026年） 

中心都市拠点の地価【五井駅周辺】 
112,475 円/㎡ 
（2021年） 上昇 

都市拠点の地価【八幡宿駅周辺】 
84,000 円/㎡ 
（2021年） 

上昇 

都市拠点の地価【姉ケ崎駅周辺】 
57,467 円/㎡ 
（2021年） 

上昇 

※商業地・住宅地のみ。地価公示箇所は、次ページ記載のとおり。 

 

１０．目標達成に向けた指標設定と実現化方策 

【目標①】JR3駅周辺の活性化のため、鉄道駅を中心に若者・子育て世代をター
ゲットとして拠点性を向上させる 
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■地価公示箇所 

 

 

五井駅周辺 

 

 

用途区分 標準値番号 価格(円/㎡) 

商業地 

市原 5-1 250,000 

市原 5-4 105,000 

市原 5-7 129,000 

市原 5-8 103,000 

平均 146,750 

住宅地 

市原-1 50,500 

市原-20 104,000 

市原-25 92,300 

市原-26 66,000 

平均 78,200 

平均 112,475 
 

八幡宿駅周辺 

 

 

用途区分 標準値番号 価格(円/㎡) 

商業地 市原 5-2 147,000 

住宅地 

市原-7 62,600 

市原-19 63,000 

市原-30 79,000 

市原-43 68,400 

平均 68,250 

平均 84,000 
 

姉ケ崎駅周辺 

 

 

用途区分 標準値番号 価格(円/㎡) 

商業地 

市原 5-3 73,200 

市原 5-6 69,700 

平均 71,450 

住宅地 

市原-3 53,500 

市原-13 60,200 

市原-40 40,000 

市原-44 48,200 

平均 50,475 

平均 57,467 
 

  ：対象  ：対象外(1km圏外,工業地などによる) 2021 年 1月 1日現在，国土数値情報及び地理院地図
より作成 
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【指標④】誘導施設が充足している都市機能誘導区域 

成果指標 基準値 目標値（2026年） 

都市機能誘導区域内に「積極的な誘導・充

実を図る施設」が充足している区域の数 
３ ５ 

 

【指標⑤】JR3駅の利用者数 

成果指標 基準値 目標値（2026年） 

JR3 駅（八幡宿・五井・姉ケ崎）の 
利用者数 

82,148 人 
（2015年） 維持 

 

 

 

【実現化方策】  

 

※都市構造再編集中支援事業の活用 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
  

民間施設の誘導と遊休施設を活用した戦略的な機能誘導 

STEP1 低・未利用地への民間施設の誘導 

○中心都市拠点や都市拠点周辺に存在する低・未利用

地については、生活に必要な都市機能の整備・誘導

を図る。 

○特に公的不動産においては、民間施設の誘導も含め

て戦略的な機能誘導を図る。 

 

STEP 

2 

遊休施設のリノベーションによる既存

ストックの有効活用 

○五井会館などの既存ストックを活用し、空きフロア

の有効活用を図る。 

○施設のリノベーションを図りながら、拠点のターゲ

ットに応じた戦略的な機能誘導や民間施設の導入

を図る。 

 

 

 

低・未利用地の活用により生活

に必要な都市機能を整備・誘導 

既存ストックのリノベーションに

よる必要な都市機能を整備・誘導 

※国土交通省資料を一部加工 
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【指標⑥】居住誘導区域内の人口密度 

成果指標 基準値 目標値（2026年） 

居住誘導区域の人口密度 
52人/ha 

（2016年） 
55.6 人/ha 

 

【指標⑦】地区主体の地区防災計画の策定 

成果指標 基準値 目標値（2026年） 

地区防災計画の策定件数 2 地区 46地区 

※地区防災計画については、居住誘導区域に限らず、市全体として自助、共助による安 

全な居住を誘導するために、市内の小学校区単位で地区主体の計画策定を目指します。 

 

【実現化方策】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

【目標②】市民の利便性・安全性を持続可能なものにするため、各拠点の周辺に
居住を誘導し、高密度で災害に強い居住地を形成する 

 

STEP 

1 

市街地・郊外住宅地などの多様な居住地の質的向上とニーズ 

に応じた住み替えの選択肢の提供 

○多様な住宅地を形成している本市の特性を活かして、ニーズに応じて居住地を選択

できる。 

○若者や子育て世代、リタイア後の高齢者夫婦等はより利便性の高い駅周辺や市街地

での居住を選択することができ、転入・住み替えを促進する。 

○住宅取得にあたっては郊外住宅地などのゆとりある住宅地を選択でき、郊外住宅地

への住み替えや空き家活用を推進する。設へ転換し、施設価値を高める。 

○拠点型・多機能複合型の公共施設と

することで、費用対効果の向上や費

用の縮減を図る。 
・多様な 

STEP 

２ 

拠点間、拠点と住宅地を結ぶ公共交通ネットワークの維持・ 

重点化による生活利便性の向上 

○都市機能誘導区域の機能誘導と合わせて、拠点間や郊外の住宅地との公共交通ネッ

トワークを強化することで、市全体の利便性の向上を図る。 

○特に、飛び地となる居住誘導区域（住宅団地等）については、鉄道・バスに限らず、

市民ニーズに応じた多様な交通システムの導入を検討する。 

 

若者や子育て世代の

転入促進 

利便性の高い市街地

への住み替え 

ゆとりある住宅地へ

の住み替え 

居住誘導区域（市街地） 

居住誘導区域 

（郊外住宅地） 

都市機能誘導区域 
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【指標⑧】公的不動産を活用した民間施設の誘導 

成果指標 基準値 目標値（2026年） 

公的不動産を活用して誘導した民間誘導

施設数（累計） 
- 3 

 

【実現化方策】 

 

 

※※都市構造再編集中支援事業の活用 

以下の５つの視点を基本的な考え方として、公共施設の再配置を進めます。 

○公共施設の機能集約等の推進・・・・・・・・・・・・・・・機能集約等 

○公共施設の効率化・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・効率化 

○地域特性を踏まえた公共施設の再配置・・・・・・・・地域特性 

○公共施設の計画的な更新等の推進・・・・・・・・・・・更新等 

○公共施設の保有量の適正化・・・・・・・・・・・・・・・・・適正化 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

STEP 

1 

公共施設の機能集約等の

推進 

○ワンストップで複数の目的が果

たせる、利便性の高い多機能施

設へ転換し、施設価値を高める。 

○拠点型・多機能複合型の公共施

設とすることで、費用対効果の

向上や費用の縮減を図る。 

 

STEP 

2 

民間と連携した機能集約と

公的資産の戦略的有効活用 

○公共施設の機能集約にあたって

は、官民連携による都市機能の

複合整備を図る。 

○集約された跡地については、公

的不動産として敷地の集約・整

序を進めながら、地域のニーズ

に応じて有効活用を図る。 

 

 

【目標③】効果的かつ効率的に生活基盤を維持するため、民間と連携した公共資
産の複合化・適正配置や公的資産の活用を図る 

 

公共施設における機能の集約・複合化による利便性の向上と 
跡地となる公的資産の有効活用 

複数の敷地の集約・整序

による土地の有効活用 

生活に必要な都市機能を官

民連携で複合整備 

※国土交通省資料を一部加工 

■公共施設の機能集約と公的不動産の活用イメージ 
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（２）都市計画マスタープランと連携した進行管理 

①PDCA サイクルによる計画管理 

コンパクト・プラス・ネットワークの実現に向けて、本計画で位置づけた目標や都市機能・

居住誘導の方針・施策に基づいて進めていくことになります。それぞれの進捗状況については、

都市計画マスタープランと連携しながら、計画（Plan）を実行（Do）に移し、その効果・成果

を点検・評価（Check）し、必要な改善策（Action）を講じながら、計画の質的向上につなげ

る「PDCAサイクル」によって進行管理を行います（概ね 5年ごと）。 

庁内関係部局及び本市が都市再生特別措置法に基づき組織した「市原市都市再生協議会」は、

計画（Plan）、実行（Do）、点検・評価（Check）、改善（Action）の各段階において関わり、

またその結果については市ホームページを通じて住民・事業者等にも公表するものとします。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

②柔軟な計画の見直し 

本計画は、市原市総合計画や市原市都市計画マスタープランに合わせ、2026 年を目標年次

としていますが、概ね 20 年後の 2037 年を見据えた長期的な計画となります。また、立地

適正化計画は、時間軸をもって段階的に都市機能・居住誘導を図ることが求められるため、

PDCAサイクルに基づいた計画の見直し以外にも、都市機能・居住誘導の状況や都市計画の変

更・見直しなど、本市を取り巻く社会経済情勢に大きな変化が生じた場合には、必要に応じて

柔軟な見直しを行うものとします。 

 

 

 

 

 

 

実行 

DO 

改善 

ACTION 

点検・評価 

CHECK 

計画 

PLAN 

市原市都市再生協議会 

及び庁内関係部局 
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資 料 編 
 
 
 
 
１ 都市計画審議会（諮問・答申） 

 

２ 策定経過 
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１． 都市計画審議会（諮問・答申） 
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２．策定経過 

   

 

 

 

 

 

 

 

  

年月日 内容 

令和 3 年  2 月 3 日（水） 第 100 回都市計画審議会へ報告（骨子案） 

令和 3 年 12 月 23 日（木） 令和 3年度第 1回都市再生協議会にて協議（素案） 

令和 4 年  2 月 8 日（火） 第 103 回都市計画審議会へ報告（素案） 

令和 4 年  2 月 14 日（月） 

～令和 4年 3 月 15 日（火） 
パブリックコメント手続（素案） 

令和 4 年  4 月～ 成果指標の目標値（2026 年）見直し 

令和 5 年  1 月 25 日（水） 第 105 回都市計画審議会へ諮問（案） 
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